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1. はしがき
金融産業は目下のところ典型的な規制産業である。これは金融システムの
安定性を確保し信用秩序を維持することが何よりも重要であるとの隠識に基
づいている。その意味で，程度の相進はあれ，金融産業に規制が課せられて
いる状況は世の東西を問わない。しかし，この金融システムの安定性を確保
するために存在する諸規制が，いついかなる場合でも有効であり，したがっ
て妥当なものとして承認されるというものではない。規制の在り方やその程
度は前提となる社会・経済構造さらに金融構造いかんで異なってしかるべき
であろう。事実，現下進行しつつある金融自由化の流れは，従来の厳しい諸
規制のあり方を見直そうとするものである。しかし，金融自由化といって
も，それはすべての規制を排除・撤廃するという単純な動きでもない。それ
は，旧弊な規制が改廃される一方で，同時に新しい規制が新たに課されると
いった動きをも内包している。
さて規制にも種々のクイプがある。法律として成文化された規制の他，そ
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の運用の詳細を決定するいわゆる「行政指導」での規制もある。行政指導に
は法的根拠が希薄なものもあり，法律等で明定された規制に比較して不透明
性は高い。規制の種類にも参入規制，価格規制，業務規制，およびバランス
シート規制などがある。金融産業での価格規制としては預金・ 貸出金利に関
する規制が最も主要なものである。また，わが国での業務規制としては業態
間の垣根の存在が重要であろう。特に，銀行・信託・証券・保険諸業務が明
確に分離され，業態間の相互乗入れが禁じられている。銀行に対するバラン
スシート規制としては流動資産比率規制，自己資本比率規制，大口融資規制
などが代表的である。参入規制としては免許制（銀行法に基づく銀行設立の
場合や，昭和40年代以降の証券取引法に基づく証券会社の設立など）の存在
があり，さらに法律に根拠づけられた店舗規制 (branchingregulation)も
参入規制の一種と言えよう。
以上のような規制は戦後以降のわが国の銀行業界をはじめ，保険業界や証
券業界の動向をも大きく左右してきたといって過言ではない。規制と保護の
枠組（これを「護送船団行政」という）のなかで行政当局と民間金融諸機関の
相互依存的行動様式が形成され，金融システム全体が「護送船団体制」とし
て運営されてきたとさえ言いうる。行政上の規制は業界の自主規制とあいま
って諸業態の行動に対する枷として作用してきたのである。ところが，いま
や国内経済状況の変化（高度経済成長から安定成長への移行，国債の大量発
行，企業部門の資金余剰など）， わが国経済の国際化および世界的な相互依
存の高まりにともなう資金循環の国際化の進展，およびコンピュータ・通信
面での技術進歩の進展とその応用という諸事態の成り行きから，こうした従
来の規制は維持不可能となりつつある。頑強に維持しようとすれば，かえっ
て金融システムを不安定化させてしまう可能性すら存在することとなったの
である。かくして，規制の緩和，「金融の自由化」が進められることとなっ
た。本稿で扱う店舗規制についても同様のことがあてはまる。（特に業態毎
の）画ー的な店舗規制は，いまや金融機関店舗が全体として整備されてきた
中にあっては，資源の有効利用や効率的資金配分の面で大きな制約とコスト
66(182) 第 35巻第 2 号
を発生させている可能性がある。店舗拡大競争がもたらすかもしれない金融
システムの不安定化傾向を抑制する上で，あまりにも高い社会的コストが支
払われつつあるとの認識が優位を占めてきたと言えよう。
このような金融自由化はなぜ生じつつあるか。簡単に整理しておこう。金
融システムの諸機能（金融システムには，資金移転機能・ リスク負担機能・
リスク配分機能・流動性供給機能などの諸機能）を評価する基準としては
「効率性」，「安定性」， および「公平性」の基準があると考えられる。従来
厳しい規制がなされてきた背景には，金融システムの安定性を確保し，実物
経済の成長・発展を支援することが先決である，といった社会的コンセンサ
スが一応得られていたことがあろう。このコンセンサスを強化するエビデン
スとしては，昭和初年代や1930年代の大恐慌期の経験がしばしば持ち出され
てきた。その当否はともかくとして，安定的な金融システムの維持が結果的
に戦後経済復興・高度成長の少なくとも促進要因として作用したであろうこ
とは否定しがたく思われる。ところが， 70年代初期の国際通貨制度の動揺か
ら変動レート制度へと移行し，また石油ショックにより経済構造は大きく変
質し，安定成長へと移行せざるをえなくなった。こうした事態の推移を背景
とし，「金融の効率化」への要請が強く表面化してきた。すなわち，「金融シ
ステムの安定性」よりも「金融機関競争を通じた金融システム全体の効率
性」の達成の重要性がより強く認識されるようになり，また低成長・安定成
長の環境の中で，「分配や取引機会についての公平性」を求める声が高まっ
てきたのである。このような環境変化の中で，規制の存続について社会的コ
ンセンサスを維持することは困難となり，既得権益の保護よりもむしろ自由
化を通じて取引機会の「公平性」を確保し，競争を通じて金融システム内部
の「効率性」を高め，効率性の高まりを金融システムの利用者全体に還元す
ペきであるとの考えが支配的になってきたと言ってよかろう。店舗規制の自
由化もこの一環であることは言うを待たない。
このように金融の自由化を推進しようとする力はいま非常に大きい。しか
し，他方において自由化の帰結を予想し，自由化の流れに問題がないかを検
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討する必要を説く声も小さくはない。合衆国では金利自由化が完了してのち
金融機関の経営不安定化が顕著化してきており，これがどのような要因に由
来するのかについては非常な関心が高まっている。農業・石油産業不況の帰
結，金利競争の激化で利澗圧迫や危険度の高い資産運用傾向，固定的保険料
率制をとる預金保険制度下でのモラルハザードなどの諸要因が指摘されてい
るが，第1の要因を除き金融の自由化（金利自由化と業務自由化）と直接・
間接に関連していることを否定するのは困難である。この関心の高まりと呼
応する形で，金融自由化の帰結を冷静に予測し，これを分析する必要性は最
近さらにいっそう高まってきたと言えよう。
店舗規制の緩和についても金融自由化一般と同様の期待および懸念が存在
する。すなわち，店舗規制の自由化は預金獲得のために必要な店舗配置につ
いて金融機関の自由度を高めるので，効率的な経営を促し（すなわち，店舗
規制・金利規制のもとで余儀なくされた外訪活動費用や預金金利支払に代わ
る物財提供などの非価格的競争費用が節約され，採算性を考慮して自由な店
舗数・店舗配置を金融機関が採り得る）， 結果的に最適店舗政策を採り得た
金融機関のみが生存しうることを通じて金融システムの効率性が維持される
と期待されるのである。しかし，他方では店舗をめぐる「過当競争」が地域
の不動産価格を不当に高騰せしめたり，価格体系に歪をもたらしたりしない
かといった懸念がある。大手の金融機関ほどその資金力にもの言わせて店舗
展開を図らないとも限らないからである。また，採算重視の視点から高収益
の見込める地域には金融機関が集中する一方で，収益が低いと予想される地
域では金融機関過疎地域が現出しかねない。競争の結果，利用者便宜が図ら
れるどころか，それをかえって損ねかねない事態もありうると言うわけであ
る。「事前的な機会の公平性」が「事後的な結果の不公平性」に通じ，結局
のところ「事前的な機会」を制約することになるのはいとも簡単なことであ
る。もし，店舗設置の自由化が，金融機関過疎地域を生み出す可能性があれ
ば，社会政策的観点からこれを矯正する施策が考えられなければならないで
あろう。なお，技術革新の結果エレクトロニック・バンキングといった新し
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い金融取引様式が生みだされつつある。そのような動きの中では，店舗自休
の役割・機能も今後は変化することが予想される。むしろ店舗規制緩和の背
景としてこうした技術革新の進展があるとさえ言える。エレクトロニック・
バンキングが金融システム全体，金融取引当事者，そして行政当局にとって
いかなる含意を有するかを金融自由化の流れといった文脈において検討して
おくことは重要であろう。
以上のような問題意識のもとで，本稿は最近の金融機関（主として銀行に
限定するが，関連する限りで証券業界その他の動向にも言及する）に対する
店舗規制・店舗行政の変遷をサーベイし，その規制緩和の流れのなかで銀行
の店舗戦略がどのような方向性をもつものであるかを観察・検討することに
目標がある。もとより銀行店舗に関する研究蓄積自休が厚くない硯状では，
本稿は当該問題ヘアプローチするための試論的段階にとどまらざるを得な
い。金融機関店舗に関する研究書としては，筆者の知る限りでは，①堀家
『銀行行動の研究』 1975年，③福原『経済成長と銀行店舗』 1981年，⑧福原
『銀行店舗一・一銀行自由化への対応』 1984年，④辰巳『日本の銀行業・証券
業』 1984年，⑥筒井『金融市場と銀行業』 1988年がある。その他，規制問題
を扱った⑥岩田・堀内 (1985年）店舗規制に言及している。⑥は店舗規制が
果して「実効的」であったのかを実証的に検討している。一部の時期をのぞ
きおおむね「実効的」であったという，大方の予想・直感に沿う結果が得ら
れている。ただし，そこでは店舗数規制が主として扱われているだけであり，
店舗配置に関する問題は分析されていない。しかし，そもそも金融機関店舗
（ネットワーク）がいかなる役割を有するかについての理論的研究はこれま
でない。なお，文献① （第11章）は店舗数の増加と預金量増大の相関関係を
実証し，文献④ （第5章）はアクセス・コストや顧客利便性の指標たる「店
舗サービス」ないし「店舗密度」が金融諸業態の預金量と密接に関係すると
の実証結果を得ている。本稿の研究を手始めに，銀行経営の拠点である営業
所のもつ意味，その役割，産業組織論的視点からの分析等を今後進める必要
があると考える。
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本稿の構成は次の通りである。次節では，わが国での店舗行政の変遷をた
どり，行政に関する基礎的な理解を深める。第3節では金融機関の地域店舗
分布データに基づき，その分布状態と店舗配置の推移を考察し，首都圏集中
化傾向の存否を確隠する。第4節では銀行にとっての店舗の意味を少々理論
的に考察し，重要であるのは，単なる店舗数ではなく，店舗ネットワークで
あることを確隠する。そして，このネットワークは将来的には電子的資金取
引ネットワークに置換され，店舗ネットワークとしての重要性はかえって喪
失するというパラドックスも考え得ることを指摘している。第5節は民間金
融機関と公的（郵便局）な二大ネットワークの存在について積極的な評価を
下しつつ，結びに代える。
2. 店舗規制・行政の変遷
2.1. 店舗規制の根拠—~日・米・独—
本節では基礎的な理解として，銀行の店舗設置をめぐる諸規制の内容およ
ぴその在り方について整理し，その後に店舗規制・行政の変遷を辿ってみる
こととしたい。
銀行店舗の設置，移転等については現「銀行法」第8条により，大蔵大臣
(1) 
の認可が必要とされている。その他の業態（相互銀行や信用金庫など）につ
(1) 店舗に関する銀行法および関連法・政省令の諸規定：「銀行法」第8条は支店
その他の営業所（その定義は「銀行法施行規則 (S57.3.31大蔵省令）」第8条に
規定あり）の設置，位置の変更（本店の位置変更も含む），種類の変更または廃止
については大蔵省令の定めに従い大蔵大臣の認可が必要と規定。代理店の設置・
廃止についても同様とする。ちなみに，「銀行法」第15条は銀行の休日を日曜日お
よび政令（「銀行法施行令」 (S57.3.27政令第40号）第5条に規定あり）で定め
る日に限定し，営業時間は金融取引の状況等を勘案して大蔵省令（「銀行法施行
規則 (S57.3.31大蔵省令第10号）」第1彩たに規定あり）で定めると規定。「銀行
法」第55条は銀行が銀行法の規定に基づいて認可を受けた場合には，その日から
6カ月以内に認可事項を実行しないかぎり当該駆可は効力を失うと規定。ただ
し．やむを得ない事由があり予め大蔵大臣の承謁を得た場合にはこの限りではな
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いても業態毎の根拠法に基づき店舗については主務官庁の認可事項として取
(2) 
り決められている。これらの諸根拠法に基づいて大蔵大臣が行う店舗関連の
い。「銀行法」第47条は外国銀行が日本で銀行業を営む場合には，支店または代
理店毎に銀行法上の免許を要求している。なお，銀行法のその他規定の適用・運
用について必要な事項は政令で定めるが，第8条規定は外国銀行の営業所につい
ても当然に適用される。「銀行法施行令」 (S57.3.27政令第40号）第5条では銀
行の休日は国民の休日に関する法律が規定する休日， 1月2日と 3日，および
毎月第二土曜日で，当該営業所（代理店を含む）の所在地域の一般の休日である
とかその他の特殊事情がある日を休日とすることは大蔵大臣の承認で可能と規
定。「銀行法施行規則 (S57.3.31大蔵省令第10号）」第8条は営業所とは銀行法
第10条第1項の業務（預金・貸付・為替取引の本来業務）の全部または一部を営
む施設または設備と定義。「銀行法施行規則 (S57.3.31大蔵省令第10号）」第16
条は代理店を含む銀行の営業時間は午前9時から午後3時（土曜日には午前12
時）までとし，営業の都合により延長可能と規定。また，営業所所在地の特殊事
情により営業時間を上記のものと異なったものに変更することができる。この場
合の営業時間の延長や変更は大蔵大臣の承認や大蔵省への届出の必要が何等規定
されていず，当該営業所の店頭にその旨を掲示すれば足りることになっている。
営業所の設置・移転等に関する大蔵大臣の認可権限は原則銀行本店所在地の財務
局に委任されているが（これは「銀行法施行令」 (S57.3.27政令第40号）第17条
で規定あり）， 東京銀行以外の都銀と信託銀行および地銀3社（横浜・静岡・北
陸）， さらに在日外銀については大蔵大臣権限の委譲はしない（この規定は「S
57大蔵省告示」による定め）。「長期信用銀行法」第17,19, 20条は銀行法の第
8, 15, 55条を長期信用銀行にも準用する旨明記しており，営業所については大
蔵大臣の認可事項としている。その詳細は「長期信用銀行法施行規則 (S57大蔵
省令第13号）」第9, 10, 11, 14, 15条で規定されていて，銀行法等による規定
と同様の内容。外国為替専門銀行（東京銀行）については「外国為替銀行法」の
規定があるが，営業所の設置については第9条で支店その他の営業所の設置は外
国為替取引および貿易金融上重要な地に限りできるものと規定されている。な
ぉ，営業所に関わるその他の認可諸事項等については銀行法の諸規定を準用する
ことなっている。
(2) 「相互銀行法」第8条では基本事項の変更等について大蔵大臣の認可を必要と
することを規定し，基本事項には支店その他の営業所や代理店の設置・廃止・位
置変更・種類変更が含まれるとしている。休日・営業時間の規定は「銀行法」第
15条規定を準用することが同法14条で規定されている。「信用金庫法」 31条は定
款変更，業務種類・方法変更に加えて，事業所の位置変更や代理店の設置・廃止
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行政事務（新設，配置転換，移転，廃止などについての審査・認可事務）全
般を「店舗行政」と呼んでいる。そもそも，このような法的根拠に基づき，
行政的に店舗規制を行うねらいは，過当競争防止と預金者保護にあると言わ
(3) 
れている。すなわち，店舗数・種類およぴ配置をめぐって銀行が無益な過度
の競争を行い，経営の健全性を阻害するような事が無いようにすることと，
他方で資金力のある銀行等機関が店舗取得活動を通じて地価の高騰を招いた
りしないようにするためであると考えられている。そして，店舗配置に関す
る規制と同時に営業用不動産取得およぴこの活用の在り方についても規制が
(4) 
存在するのはこういう理由による。店舗行政の内容は時代背景等で内容が変
遷してきているが， それについては後述する。 とまれ， わが国では店舗設
置・配置のいかんは銀行の全き自由に帰するものではなく，大蔵省の意向が
強く反映していることをまず認識しておくことが重要である。
ここで外国における店舗規制はどのようであるかを， 簡単に見ておきた
について大蔵大臣の認可を必要とする旨規定している。 89条では休日・業務取扱
時間については銀行法第15条規定を準用することを定めている。「労働金庫法」
第33条は信金法第31条の規定と同様に事務所の位置変更や代理店の設置・廃止に
ついて大蔵大臣およぴ労働大臣の認可を必要とする旨規定している。休日・業務
取扱時間については銀行法規定を準用することとしている（同法94条）。信用組
合の店舗については， 「信用組合基本通達」に基づいた行政がなされている。昭
和52年5月以降でははじめての改正が昭和56年12月24日になされた（設置店舗種
雑の多様化，設置枠規制・設置場所基準の綬和，店外CDの認可など）。これは．
その間の銀行等向け店舗通達が内容変更されているのに対応して．これと整合性
をもたせるためと，信用組合の要望等に配慮しようとしたものである（通達は大
蔵省銀行局長から都道府県知事あてに発出され，通達に関わる留意事項などは文
書の形で銀行局中小金融課から各都同府県の信用組合主管部長あてに発出され
る）。関連して， 「証券取引法」第28条は証券業を営むものは大蔵大臣の免許を
得た株式会社でなければならないことを規定し．第33条は大蔵大臣の認可事項と
して．商号・資本額変更などの他，支店その他の営業所の設置・位置変更．支店
への変更等を揚げている。
(3) たとえば． 小泉・堀内絹「体系金融実務事典」青林書院新社 (94ページ）参
照。
(4) 不動産取得等に関する規制については本節の後半を参照。
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1,ヽ
ま゜ず，合衆国では銀行が本店所在州の他の州に支店を設置すること (in-
terstate branching)が1927年マクファデン法で禁じられている。 また，
1956年 BHC(銀行持株会社）法でもダグラス修正条項で， BHCが本拠州
外に銀行小会社を設立したり買収することが禁じられている。州内で支店設
置が自由であるかどうかは州法に依存し，支店設置を認めない単店銀行主義
州 (unit-banking・state)もあれば，制限付きで州内に支店を設置できる州
(limited-branching state)もあり， 全く自由に州内に支店設置 (state-
wide branching)を認める州もある。ただ， BHC法には各州がその州外の
BHCの当該州への参入（自州内の銀行買収）を容認する旨を明言する規定
を持つならば，その州については先のダグラス修正条項の適用を除外すると
する規定もある。そして，最近ではこのような他州の BHCが自州の銀行を
買収することを容認する州が増えつつあり，その結果として実質的に州際の
銀行経営を行う BHCが増加しつつある。この手の InterstateBranching 
を容認する州には，他の州に相互主義を要求するものもあれば，そうでない
ものもある。カリフォルニア州は1991年に全州に開放する予定であり，これ
(5) 
を期して本格的な InterstateBankingが開始されるものと考えられる。関
連して，合衆国では預金集めのための外訪活動＝渉外活動は禁止されている
(6) 
が，貸出・ローン相談についての外訪なら構わないとされている。
西ドイツでは，商業銀行は全国的に，中小金融機関は地域限定付きで，届
出だけで自由に店舗を設置したり廃止したりすることを認めている。また外
訪活動は既存の取引先でアボイントメントがとれた場合にのみ許されてい
(7) 
る。他方，わが国では非常に厳しい店舗規制がある反面，預金吸収のための
外訪活動は自由に認められている。わが国と米独との対照的な規制のあり方
(5) 詳細については打込論文．「金融ジャーナル」 '89.11(43ペー ジ）参照。
(6) 福原論文，「金融財政事情」 '82.2.8, および同「銀行店舗」 1984(119ペー ジ）
参照。
(7) 福原，前掲文献参照。
銀行店舗規制と店舗ネットワークの動向について（岩佐） (189)73 
は興味をひくが，国際比較やその相遮の事由を考察するゆとりは本稿にはな
1,(、~o)
2.2. 店舗行政の変遷
ここでは店舗行政の変遷を整理してみよう。①全銀協「店舗行政の変遷と
配置」上，下，『金融』 '85.11~12,③筒井『金融市場と銀行業』（第5章）
1988, ⑧和田論文，『金融財政事情』 '84.11.12,④小原論文，『金融財政事
情』 '88.2.15,等を参考にしつつまとめたものである。なお，営業所（店舗）
形態の変遷，営業所の定義，および直近（昭和62• 63年度およぴ平成元・ 2
年度）の店舗行政の内容については後掲の図表（第1図，第1表，第2表）
を参照のこと。
店舗行政は基本的には，業務内容の似かよった普通銀行（都市銀行と地方
銀行）， 相互銀行， および信用金庫について銀行局長通達を中心として執り
行われてきた。堀内・岩田 (1985)は普通銀行に対しては相互銀行よりもき
つめの店舗規制がなされてきたことを指摘しており，筒井 (1988)の実証分
析はこれを礁恩している。長期信用銀行，信託銀行を対象とする店舗行政は
普通銀行に対する店舗行改との兼ね合いでその都度なされてきた。信用組合
については「信用組合基本通達」に基づいた行改がとられてきた。なお，証
券会社についても証券局長通達の形で毎年度店舗取扱について局長通達が発
出され，これに基づいて店舗新設等が認可される。
①まず，終戦から昭和24年までの「簡易店舗増設期」：
(8) ちなみに，国政選挙において，たとえばイギリスでは選挙運動の一現として立
侯補者が選挙権者を戸別訪問することが許されているが，わが国では許されてい
．ない。ひとつの憶測を言えば，わが国ではもともと経済取引や資金取引はどちら
かというと表立たない形で内密になされるのを良しとする傾向があり，選挙に関
しては，まず選挙権を売買対象とみなすことへの抵抗感が小さく，また選挙権の
「売買取引」はたて前上当然のことながら内々に行われることが，結果的に選挙
運動の戸別訪問禁止規制のたて前に結びついていると言えるかもしれない。この
憶測の当否を判断するには，国民の政治意識なり，経済取引に関する意識につい
てのむしろ政治学的・社会学的分析が必要であろう。
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戦後経済復興に必要な資金を集めるために，またインフレ抑止の観点から，
預金増強策が採られ，そのために簡便な店舗の設置が推進された。普通銀行
の場合，この期間に「特別支店」が97ケ店，「特別出張所」が139ケ店，合計
236ケ店の簡易店舗が増設された。同時期，「預金代理店」も多く恩可された。
③ 24年から28年の「店舗整備期」：
昭和24年に店舗行政が GHQから大蔵省に復帰し，過剰店舗の統合や配置
転換が促進された。また，中小企業の経営安定化のために都市銀行に対して
「中小企業専門店」の設置が， 地方銀行には貯蓄増強のために「預金専門
店」の設置が認められた。
⑧ 29年から33年までの「店舗設置禁止期」：
この期には銀行店舗の動きが最も少なく，店舗増設も原則不承認とされ，
銀行業務の合理化に力点が置かれた。また，一定基準以上の「預金専門店」
は普通店舗へ昇格し，基準以下のそれは廃止された。
④ 33年から41年までの「店舗増設期」：
国際収支の黒字定着と高度経済成長へのテイクオフで特徴づけられる前期
と高度成長のまっただ中の後期にほぼ二等分できる。前期はオーバーローン
の是正と預金増強の必要，さらに大都市周辺の住宅団地出現に伴う環境変化
の中で，出張所の創設と配置転換による店舗増設に行政当局の姿勢が変化し
た。後期では引続きオーバーローン是正の問題があり，高度経済成長過程で
所得の急上昇と分配の平準化に対応して銀行が大衆化路線を採らざるを得な
くなったこと，さらに証券貯蓄の盛況と中小金融機関のめざましい発展に対
応する意味でも，店舗拡大行政が採用された。昭和36年9月には「小型店舗」
が隠可され，店舗の増設も積極的に認められた。筒井氏の実証分析 (1989)
は「この期には店舗規制が有効でなかった」という結果を得ている。この期，
比較的自由な店舗設置が可能であったということはたしかのようである。
⑤ 41年から48年までの「店舗効率化期」：
40年代は高度経済成長下で効率化の重要性が強く主張された時期である。
新日本製鉄 (S45.3), 第一勧業銀行 (S46.10), および太陽神戸銀行 cs
銀行店舗規制と店舗ネットワークの動向について（岩佐） (191)75 
48.10)が誕生している。当時の銀行局長澄田智氏が金融界への競争原理の
導入と金利機能の活用を柱とする「金融効率化論」を説いた (S42.2, 日本
経済新聞紙上にて）のもこの時期である（ただし， S43の「金融機関の合併
に関する法律」， S46の預金保険制度の創設， S46.2の1年6ヶ月もの定期預
金の導入， S48.7の2年もの定期預金導入程度に終わり，徹底しなかった）。
店舗行政も30年代の弾力的増設認可スクンスから， 41年度には「店舗行政休
業」で店舗新設・配置転換ともに隠可しない姿勢に転じて銀行経営の質的改
善が進められた。 46年度になると「配転弾力化行政」と言われる店舗行政が
採用され，店舗新設の抑制と配置転換の積極活用方針が採られた。これは金
利自由化・配当自由化とともに金融効率化行政の 3本柱を構成するものと考
えられた。
⑥ 48年から55年までの「新金融効率化期」：
48年10年のオイルショックを契機に価格体系は激変し，経済は低成長への
移行を余儀なくされた。 こうした環境のなかで「新金融効率化論」（徳田銀
行局長）が唱えられた。店舗行政も銀行経営の効率性と利用者便宜の公共性
(9) 
を重視する姿勢に転換した。その結果， 48年には店舗新設枠拡大と配置転換
とを原則禁止し，内示方式も単年度主義から多年度 (2年度主義）に転換し
た。ただし，中間見直しを行うこととした。 50年， 52年にもひき続き店舗増
設抑制方針が採用されたが， 53年の見直しで配置転換による廃止店舗跡に
「特別出張所」を設置できる制度を新設し，銀行経営の効率化と廃止店舗地
域住民の利便性に配應することとした。さらに「店舗交換制度」も新設して
配転を円滑ならしめようとした。 54年には効率化と公共性（利用者利便）の
観点から「小型店舗」（人員10名以外内）と「機械化店舗」（人員4名以内）
(10) 
創設が認可（ただし，設置場所は鉄道駅舎•他の金融機関から500m 離し，
(9) 金融システムの「安定性」を重視する姿勢から「効率性」と「公共性」を重視
する姿勢に転換したと言えよう。
(10) 戦後の店舗行政では500m基準が採用されてきたが，これは GHQの「500フィ
トー（約150m)基準」を取り逮えたものとの指摘がある。福原論文，「金融財政
事情」 '90.5.14参照。ちなみに，郵便局舎には「soom基準」が適用されてきた。
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両方合計で2カ年4店舗まで）されることとなった。
⑦ 56年から59年までの「店舗規制大幅弾力化期」：
安定成長下での効率性重視から引続き小型店舗・機械化店舗の拡充方針が
採られ，他方で経営の自主性尊重のため店舗行政の自由化（店舗設置基準の
緩和と設置数の弾力化）が進められた。店舗形態を三種類に整理・統合し，
一般店舗 (2カ年1店枠）の設置場所は従来の500m基準から300m基準に
綬和され，小型店舗 (2カ年内2店枠，人員15名までに拡大）は一般店舗並
み扱い，機械化店舗 (2カ年内4店枠）の設置は原則自由化された。ちなみ
に，筒井 (1989)の同前の分析結果は，規制の実効性は48年以降やや低下し
たが，普通銀行については引続き規制は実効的であるとしている。
56年度には「店舗振替制度」や「代理店」の制度が導入され，店舗の種類
と数の選択について自由度が増した。 58年度には配置転換枠の自由化，企業
内 ATMや「法人代理店」の制度が認可された。 59年には資金取引につい
ての機械化通達で物理的な店舗設置とは全く異なるエレクトロニック・バン
(11) 
キングの開始が認可された。
⑧ 60年以降の「店舗規制自由化期」：
いっそうの効率性重視と利用者便宜のために店舗設置場所の弾力化・自由
化を推進。また，消費者の便宜向上で金融面から「内需振興」を図る意図も
見られた。まず，一般店舗設置場所について容積率基準を導入し規制を緩和
する方法（たとえば， 3大都市の容積率900%以上の場所では， 150m以内に
中小金融機関か4つ以上なければ設置を可能とした）が採用され始めた cs
60年度， 62年度には容積率800%以上に綬和）。「店舗昇格制度」の導入，「消
費者金融店舗」 (S61年度），「消費者金融コーナー」 (S62年度）の設置認可や
枠拡大，「法人取引店舗」 (S62年度）の創設など， 60年代に入り店舗行政は
一段と自由化されることとなった。そして，平成元・ニ年度の店舗行政では店
(11) S59.5.11銀行局長通達「金融機関のコンピュータと顧客の端末機等とを通信
回線で接続じたオンライン処理による資金移動取引について」。エレクトロニッ
ク・バンキングの現状と動向については岩佐 (1990)も参照。
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第1表普通銀行におけ
性 格 名 称 の 表 示 人 員
本 施本本店設店．とは、銀行の業務全般を統轄する 0名称通本店常が表、（本示又店はさの0れ店0る頭。本店に営は0業0部銀）行と0の
人員制限なし。
店 しての登記がなされた常業所。
支 支店は、 本店狐一に特定i/[属範の計囲し算、の支業を務店もの名義 店支す（店又のは店0頭0岱に業は、部0）0と銀の行名0称0を衷支 一般店舗は人貝制限な
銀施支に行店設よ。のとり業し務かてつ、 って、
し。
中の を行う 示る。 れ（小た支型店舗として設置さ
店における労、務原職則
店 の登記がなされた営業所。 貝とを除いた人員内）はして15名以
A• c "支義あにし店行出て"mにる'"エmがewことよう」アれ,． 9しり二"覧呼て、に'↓鈴·•のか属.ヽ瓜登つ, .ギr配．し, 、＂●たぷ鋼●す店＂,.ヽ打支行.べ只し,店の.贔"なてうaユ鍵』霞nを・い、」,題。店.. ·に"~↑の"で名' , と」 支張店所出望と輝（又のの名は店l1には、 00銀行00 出張所におIOけ名る以人内員。は、出 その表他示の母す店名） 00出 原則として称を る。張
営 所
則業存い銀所すてと．行、るとし利営のてし経業現用て営所者存に存置のを利効配すfl!率置る化転場施に所換資設の見。すに地引る湯かたき合続めら現、にき営原おに
のは店他O頭Oの紐Mに0店張0名所銀）と0行の00名特0称支別を店出表張示(所Xすは(るXそ。
原則として10名以内．
特
別
出
張
所
I 
取機り械扱による処覗を主体として業務を 店表他頭示の母すに0店る0名銀）0行000支店 (Xはそ 原則として 6名以内。う施設． の Il張所との名称
＊ ー 。
業
一定認8の一定時一る定施に;の設右場。記所D に該~-.す等 所そパのと他スの字の名母称に0店を表0名銀）示-行0す00る地0。支区店移勁（又出張は 必要最小限の人数にとるとめられた で、バス どめる。
において営業す
移
動
店
舗
所
臨
であ≪．・H.. る．霞が・'"呵・す'"●'こ"団.,●"'"."合●・"'●,に・か"'あ● r. ←籠行マ"霰鰭
名の店称他頭のを母表に0店示0名す銀）る行0。d0o臨支時店出張（所又はとのそ ど必めっ要てる最もも差小の限とのし人｀え無数な人いに。でと
時 なお として 1年未満 あ し支とす われる地城1こ店
店
掬舗定等めを っては、期当該fli舗 して設霞 1fを
ることができる。
金入れ営又・自支業動は払所払支機の出払施「機しA等設T「外MをCDの行」場にう又所無よは人にり現預のお金設い自のて錨動、受．現預入
店表他頭示の母すに店0る0。名銀）行0000出支張店所 （又はそ
i 
の との名称
を
銀行店舗規制と店舗ネットワークの動向について（岩佐） (195)79 
る店舗の種類 (S 60.4月末）
取 扱 業 務 留 怠 ,1ヽ 項
攀行翻露に紐"定む彙める｛醤姐業に濤●よ盟を,りm営行uむiな環—う讚託こnよと.がそで,の●●のる法．書 帳店本舗を店備店」にえはに付、該は通け当総す常る。勘る「一定。般元 賢・鑢3．ら店●・•9 但小馳店•●●鑢●m.に し .店fil該には•.. 譴、U当以が小す且鼠内型Uピ丘る29こ9年五店．日鑢●舗はが団●で1ょ2ぷ圃.I・年,行U,o哀亡●→ . で●磨"籠以',1繭m"内行．'"． の】,場• に•． 
定あに支元支該る帳店当いすはにを備はる「一小。、え支付鮫型店店け舗のる勘。」． 
のっ取｀ 扱次必業行要最務為9はと』ヽして認められている以外限のり業、務か 出出出張張張所所所でにには、 紬立のをう計業備務算えを行すうことが定の元でat級算きな栂い出、店張9 所に備か、やむを得な 場合に おい に関る勘 は え付ける
限にとどめるものとする。 は補助て行簿 付け、毎n は ら母店に報告
する。
ACDEB 預貸上証内金付国券記業為及に務替務付び業随定（期消務す積費る業金者業金務務幽に限る） A絨のの●貸を特特特躙い●付5とと「濯年贄●すaす.いびを●.●'mm.9い•るコ".弧u•s． う2り帝●c合．, えと干日四ばをたと支、座L一しし嶋悧て・U店． と・·"U"''ぶ絨•し膚邑存●・ト置●9 するこ とがで9●●―函""、 ●● B 舗ものの対と象すると。することはできないもc 又は一般の出張所へ変更することはできないも
DE 所費は．財、個購人固資金貸付、げのうち事資当業金座貸資及越金び住方を式除宅等資いたもの入 サーピス 金の貸
カード・ローンその他の による
貸．
A fl貸内金付国及び定期瑣積喪金者業金務馳B C ( に限る）
設匿場所は、格別の制眼を加えない。
DE 証上券記に付随する業務
預金（当座預金を除く）及び定期積金業務 る場所とし、 1路線当たり 3か所を限度と
ロメートル以内に、他の金蘊機関の営業所
紐●のっ●なもと本す知.ておし店●た、.るはさせパ髯が．、.と取店斎スる.,し"在、等をも↓●~羅のuす中編に心ネと,月秤営すoをと←寄業し.. っるし'•．てて9"•内蒙い,"'nるにコ母ー躙直-~店スこり阻庄¢.9に↓芥耀、遭,導着位口●―示て置立● 
る。
A務預貸上内付金国記業為に（替付務当随座業（預消務す金費る業者を金務除臨く）に及び定期積金業 A利等季臨用を時周時節者店知店的の利舗、させ臨Ii!のの設閥の認にな収可当と入たす中っる。ては、 取引老に対し｀ 設證期11、母店名g B 阪る） B 時~に査盗的 硝は、 地設れ城沢る期場又所fl1は催ごと物すと等にる行うものと地す城る。で、C のある が行われる
すると認めら ． 
ABC 預貸内金付国業及為務替び業定(I務期肖較費金者業金務馳に限る）
っる設たて(N匿だC場しS所日にの本は参C、キ加D格ャ設し別ッて貯のシい茎制ュる部限サ銀にーを行該加ビ又当スえはす株な参る式い加場会。を所社予に「定はN、しCS設て」翫いのでる営き銀業な行区いに城も限内のるにと）すあ
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性 格 名 称 の 表 示 人 且
プ籍機
顧客の屯話機に接続金業し務て操等作を処するこ ポータプル端末機には、 00銀行
とにより、預金の入 理す 00支店（又はその他の母店名） 0 
る携帯型の設備。 〇出張所との名称を表示する。
常
営 菜 所 の r•« 、" 寂 A 店舗の設れに当たっては．次の事項に配在するものとこずするる。
(a) 他の金羅機関との過当競争を招くことのないよう 1
業 こと
(b)沢店き舗、舗と必Ilのは要地．な以簡のい上取,f-;よの化得う規をに模図す当にたるわっことたてとる。はもこ、にと、の業な務い能価よ半のう上向に上昇すにをる誘主こ眼発とすを。
(c) 店 近隣地価
所
るこなう 。
営業所の国 ii 令；売買業務
B 業店同務債舗、 地方偵又は政府保証偵 「国fi'I容」 の売買必備し業要たさ務組れと織すはて、当該 の遂行に必要な独立した組織・ 1本店I)が楚 いな
い （例えば、国債等の売買業務に係る独立 が設
けられておらず、かつ、当該業務を行うために要 る？
I 銀行の営施す区ど業ぺ設分う所かのて（ 以外の施設とは、 対顧客設業沢務・
A 付随業務等等取扱,,.務所
巡を営 むか にかかわらず務、銀行が 付の随業業務務並 取扱事務所とは 銀行法第附社10債条第託2項法及ぴ第11条
する うち銀行業を営むことがな びに第12条に規定する担保 伯 そぅの他の法
いものの をいうものとし、これを次の 律により党む業務の全部又は一部を営む施設をい 。
2稲類に 分 (A、B) してJfい）扱うものと
~ 設 する。
性 格 I名称の表示 人 Jl 
代；
理
?
代理店主がMIilする使用人は必要最小限の人設にとどめ
る。
◎代理店主
A個人代理店•];
銀行が代理店業務を委任できる個人は、次の要件を満た
す者に限る。なお、代理店主が(b)に掲げるところに該当す
ることとなった場介又は現に該当していることが判明した
場合には、銀行は、遅滞なく当該代理店契約を解除するも
のとする。
(a) 坊元、伯用が確実であり、かつ金胎機関の業務に 5年
以上の経験がある者。
(b) 銀行が定める金額以上の物(I¥J担保を提供し得る者。
(c) 原則として代理店業務に専念できる行。
(d) 次の各勺・に該当しない者。
(!) 禁固以上の刑又は金融関係法令以.I:により罰I金の刑
に処せられ、その執行を終った後又は執行を受けるこ
とがないこととなった1lから 5年を経過していない
名・。
(2) 代理店業務で収受した預金・定期積金を他に流Il又
はこれに準ずる行勾、その他代理店業務に関し不適当
な行1.)をした者。
(e) 代理店契約を解除された名でないこと。
B法人代理店主
銀行が代理店業務を委任できる法人は、次の要件を満た
す者に限る。
(a) 委任する銀行の全額出資している法人であること。
(b) 代理店業務を界業とする法人であること。
(c) 代理店業務を的確、公正、公立的に遂行できる知識・
経験を布する人材を擁している法人である。
(d) 当該法人の所在地は、代理店の所在地とする。
(e) 当該法人の衰本の額は、 500万円以下とする，
（出典）大蔵省銀行局「銀行局金融年報」、同別冊「銀行局現行jj逹巣」、 60・61年度事務連絡により作成。
銀行の代理店とは、
銀行の委任を受けて、
銀行のために銀行菜の
全部又は一部の代理を
するもの。
代理店の店頭には、
00銀行00代理店
との名称を表示する。r . ・00代理店」の
00には、原則として
地区名を付す。
（出所）全銀協『金紬J'85年 1月号。
舗設置場所基準がきわめて大幅に緩和され，「いまや数の制限は残るものの，
(12) 
出店場所に関しては自由化されたと言っても過言ではない」との意見もある。
(12) 福原論文，「金融財政事梢」 '90.5.14。
銀行店舗規制と店舗ネットワークの動向について（岩佐） (197)81 
取 扱 業 務 留 意 事 項
AB質も預の内金国1:及為同11替一びる菜定名。）猜期職禎を（金含同業一む行。務）内口座の問同一で行名維われ（実る
原定則置とてし営て顧業客す先を巡回認してめ営な業い。するものとし、特定の場所に長時
閲 し ることは
要、備専ると任すさも者れのる害がたと面店一す定舗のる。数受に波配お置されていない店舗る）もにおいては、な顧おり、客当該の国餓業注等務文を受売行買けう業場、務合そののに証券、 売必ら買要か代なじ狐金め大及立蔵びし売省た組銀買織報行告局・体書に届等制必がけしを行当うこと舗にの眼 のとす断る。1: の 遂行に
整： いて、該店沢任者の判よ を は、あ
出
B設そ等その上他の他の記事のA事務以務所外所及の施及び施び設施設を設とは、国内事務所（計算センクー、ローン相談所等を含む）海外琺在員事務所及び厚生施
いつ‘。
取 扱 業 務
A 預金（当座預金を除く）及び定期狡金業
務
B 貨付業務（消費者金肱に限る）
C 内国為替業務(CD又はATMにより処理
するものに瞑る）
D 上記に付随する業務（顧客の利便のため
に真にやむを得ないものに限る）
留 意 事 項
◎ 代珊店原簿
A 代理店を設匿した場合は、代理店原簿を本店に備え置き、第三者
の31'求に応じこれを閲覧させる。
B 代理店原簿には、次の事項を記載する。
(a) 代理店の名称及び所在地．
(b) 業務の植類。
(c) 業務の開始年月日。
(d) 代理店主が個人である場合には、その氏名及び住所。
代珊店主が怯人である場合は、その商号、所在地、資本の額、
代表者及び常務に従事する役員の氏名及び住所．
(e) その倫必要事項．
C 代理店を魔止した場合は、代理店原簿を抹消する等所要の手続を
とるものとする。
◎ 設置場所
A 周llD500m以内に金臨機関がない場所（ただし東京都区内には設置
できない）
B 既存店舗の魔止跡
第 1 図，第 1 表，およぴ第 2 表は戦後の店舗形態の変遷および昭和62• 63. 
年度店舗行政と平成元・ 2年度の店舗行政の詳細を示している。これらの表
を見ると，いかに詳細極まる店舗行政が執り行われてきたかが知られ，興味
深く感じられるとともに，驚嘆すら禁じえない。
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第2表平成元・ 2年度店舗行政の概要
62・63年設（中1見直しを含む）
店舗区分 1 設霞場所 1祉贔 l饂枠（振替数）I店舗区分
元・ 2 年 1父
設骰場所 1儡I暉枠（振替数）
I①暉~300m以内1眼1種異種金肱
機関合わせ4未満の場所
（中小金馳機関1ふ同種金融機
関4未満の場所）
- 1 ' 一般店舗②3:J-椙iの特に経済集積度（伺左）（同左）：
の高い場所（容積率卯0%)周 ： (IJ の甜い場所（容積率700%)て ： 
ll!SOm以内に中小金融機関 新 閥1u1sorn以内に中小金融機
4未横の場所 関4未満の場所
③ 3:J-揺i以外の政令指定昴
-----------------―呵ー―---- ----------, ビルは周 iiの特に集積度の高い場所
金蘊機関
金盈機関 15A 4• 
合わせ4未満の場所
」: 'ヽ型店舗じ需悶慶温唸腐,.左） '! I同左）
の場所,-------------------- --------------法人取原則自由。ただし、ビルの主婆 2 (63~ : 法人取
：り1店舗鼈じ邸場所。 15人珊2):¥.―--- : うl店舗（同 却 I .-
機械化 • 中小
店舗 自 由 6人 6 ,(3): 金顧機械イ（同設 ＇：機関＿店舗 ， 
左） （同左）（同左）： ： 
、のみ設 ，准l左）
消費者金 自 由 4人 3 : : ↑ ' (I) jl'J聾者金馳店舗 ，： (I) 融店舗 （岡 左）（同左）（同左）：：
--------------- ----------—·------ --------------- -----------•-----· ：消費者 [lfi'l者
：金融コ既存店舗の一部を仕切り設閲 — (I 由 ：金融コ （同 左） （同左）（同 左）
'ー ナー ：ー ナー
①周1130m以内（高層ビルは ①周1130m以内異種金融機i周
疇 150m以内）に同種金融 自 1 合わせ4未満の場所 I I<同 左）
機関2未満かつ同種異種金 (•I• 小金融機関は、同種金肱機
融機関合わせ4未満の場所 1周4未満の場所）
配緊転換柊）3大郁市の特に経済集積度 一 配翫転換怠｝新設砕の⑳と同じ I<揺）
6 
(63別枠ー 2)
［同一経済1!1外への配置転換］
I I 6 
10人 1 2 (63別枠-2) I特別出張所I(同 左） I<同左）
店舗外現金
自動設備 原則自由 無人
fl di 届協。~ 店舗外現金自動設備 ? 由 I<同左）1自 由
'①周囲soom以内に金蘊機関が
ない場所
代理店②既存店舗の魔止跡 必要 10 
呻 IOOOm以内に金融機関最Jヽ限I(63別枠ー 6)I代理店I(同
がない場所］
62• 63年度 (•1•1111 見直しを含む）
tr.l I (同方0I (同 左）
［既存の小型店舗から一般店舗へ
の昇格J fl 1 
昇暉度咤特靡新設和を使用して月1は髯茫]1昇格制度
←般店舗を府止する代替として 「I 1 
昇格する場合
． ． ?
?
?
???
?????
? ??
?? ??
（??
． ．
?????
??? ????
?? ?? ??
?? ー ? ? ?
〔機械化通達関係〕
62• 63年度（中1見直しを含む）
出：ぷ葺；ヒりI I ; 取引先数枠
プッシュホン｀ キャブテン端末機、パソコンを
利用した資金移動取引
取引先数枠
自由
且
（同左）
（出所）全銀協「金馳J'89年5月号。
（注）「同一経済園」とは財務局管轄区城ベー スを示すが、関東管轄区域については1都3県とその他諸県に2分割したものを意昧する。
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当初は預金者保護の観点から銀行店舗設置に関して強い規制（店舗形態，
数量，および立地についての規制）が存在したが，以上に見られるように，
これら三つの面において規制の綬和が漸次進められてきた。しかし，表向き
規制緩和と見られるものでも，銀行経営の観点からは意味があるとは思え
ない「規制綬和」措置も見られた。例えば， 54• 55年度店舗行政に認められ
た「店舗交換制度」はあまり活用されなかったし， 56• 57年度の「代理店制
度」も店舗採算性に対する疑念から人気がなく， 59年に認可された「法人代
理店制度」も銀行サイドの思惑・期待とは異なったものとなったため利用銀
行数は多くない。 62• 63年度の「法人取引店舗」は店舗設置の自由度を格段
に高めたが，平成元・ 2年度の大幅な店舗規制緩和により，一時的ないし過
渡的な制度としての意味しか持たい状況にある。このように，かならずしも
実質的な規制緩和に結ぴ付かない表向きの「規制綬和」が存在していること
にも留意することが必要である。
最後に，金融機関の不動産取得とこれの活用に関する規制について整理し
ておきたい。昭和35.3.24銀行局通達「銀行の営業用不動産の取得について」
では，まず，本店用不動産の取得に当たっては取得費用が1億円，あるいは
前期末自己資本の 3彩相当額のいずれか高い方を越えるときには事前に銀行
局長の承認を得る必要があり，第二に前期末営業用不動産の対資本勘定で50
％を越えている場合には，限界不動産比率が50彩以内となることが必要とさ
れている。この規制は改正を経たのち，昭和57.4.1銀行局長通達「普通銀行
の業務運営に関する基本事項等について」で，期末営業用不動産比率（対資
本勘定）を40彩以内に止め，仮りにこれを越えても原則50彩を限度とすると
し，これが40%を超える銀行の限界営業用不動産比率は必ず50彩以内である
ことと規定されている。大蔵省は現在これを指導基準として採用している。
昭和61.1.16銀行局の事務連絡「金融機関の営業用不動産の有効活用につい
て」で，初めて金融機関がその不動産を有効利用できることとした。従来は，
金融機関の資産の流動性維持およぴ不動産業への参入抑制の観点から禁止さ
れてきたものである。内容としては，既存店舗の余剰スペースを賃貸したり，
84(200) 第 35巻第 2 号
店舗建替に際して土地を賃貸することを隠めようというものである。このよ
うな自由化措置によって個々の銀行の営業用不動産の有効活用が促進される
とともに，社会資本・資源の有効利用も図られると考えられている。しかし，
この時点では銀行本体が不動産の賃貸業務を認められた訳ではなく，関連
会社（親会社たる銀行からの収入への依存度が50彩以上であること）に不動
産を転売し，その関連会社がその店舗を改築した上で賃貸に供する方式が謁
可されただけである。ところが，平成2年3月末に，大蔵省は改築店舗のピ
(13) 
ル賃貸業を銀行本体に解禁する意向を固めた。このような自由化措置を通じ
て，不動産の有効活用と店舗の機動的配置を行う銀行の自由裁量の余地はい
っそう拡大されることになる。
2.3. 金融機関店舗の地域別および種類別分布の推移
ここで，業態別の金融機関店舗数の実際の推移を見ておこう。第3表は業
態毎の店舗数（出張所その他を含まず）推移を，第2図はこれを折れ線グラ
フで示したものである。
第3表金醸機関店舗数の推移
年 末 都 銀 地 銀 相 銀 信 金 信 組 郵便局
1955年 1,821 3,702 2,274 2,291 665 15,133 
1960 1,791 3,822 2,485 2,698 1,092 15,778 
1965 2,040 4,262 2,766 3,366 1,738 18,534 
1970 2,409 4,335 2,844 3,871 2,098 20,551 
1975 2,509 4,900 3,323 4,615 2,269 22,016 
1980 2,714 5,675 3,799 5,637 2,569 22,287 
1985 3,059 6,907 4,279 7,090 2,835 22,972 
1989 3,348 7,292 23,990 
（出所） 大蔵省『財政金蘊統計月報』 '89.3号（ただし、一部訂正）。
（注） '89年は3月末のデークで都銀・地銀については全銀協『昭和63年度決算 全国銀行財務諸表分析』に、
郵便局については郵政省『郵政行政統計月報』 (90年1月号）に基づく。
(13) 日本経済新聞，平成2年 3月29日号参照。
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第2-1國 店舗数の推移（普通銀行と中小金識機関）
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第2-2図 店舗数の推移（中小金醸機関と郵便局）
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（注） 郵便局の店舗数は・10分の1の大きさに縮小されている。
第2図から理解されることは以下のようである。
①昭和33年から昭和41年までの「店舗増設期」にはどの業態でも店舗数は
増加傾向にあるが，伸ぴの大きい方から並べると信組・信金・地銀・相銀・
都銀の順となろう。中小金融機関の伸ぴが普通銀行のそれを大きく上回って
いることがわかる。
③都銀・郵便局を除き，他の金融業態は60年代後半で停滞俣味のあと， 70
年代以降また伸ぴが大きくなっている。これとは対照的に，都銀の場合には
70年代まで順調に伸ぴているのに， 70年代の前半に伸ぴが鈍化している。
⑧民間金融各業態は80年代以降はその店舗数を一応順調に伸ばしている。
④郵便局店舗は都銀並の低い成長率で推移し， 70年代以降は上記諸業態の
86(202) 第 35巻第 2 号
中で最も低い成長率となっている。
以上のごとく，中小金融機関と普通銀行，普通銀行でも都銀とでは店舗数
の推移パクーンが異なっている。現実の店舗数が「有効な」店舗規制で決ま
っているとの仮説が正しいとするならば，店舗規制は業態毎に差別的な取扱
を行ってきたことがここにも示されているということになろう。
3. 金融機関店舗分布の分析の試み
3.1. 主要金融機関（全国銀行・相銀・信金）の地理的分布の推移
(14) 
小松 (1989)は，全国銀行87行，第二地銀（旧相銀） 68行，信用金庫455
金庫について， 1978年度末から88年度末までの10年間において，これら金機
関の店舗の地域分布がどう推移してきたかを分析し考察している。それによ
ると，
(i) 人口，法人所得， GNP,金融機関預金，貸出金，店舗数などいずれ
の指標でみても東京を含む関東経済圏のみがシェアを拡大させてい
る。
(ii) 総じてモノの集中に比べてカネの集中が顕著である。
(ii) モノとカネの乖離硯象が存在し，今後とも金融の東京集中化傾向は
続くと予想される。
ここでは，手始めに小松氏が提供しているデークをそのまま利用して，店
舗の地理的分布の推移をもう少し立ち入って精査してみたい。
いわゆる「東京一極集中現象」がいかなる側面（政治・経済・社会・文化
などあらゆる側面）においても観察され，今や経済の国際化・情報化の進展
とともにますますこの一極集中化現象が加速されつつさえあることはほとん
ど否定しがたい周知の事実であろう。しかし，厳密に言えば「集中化」の程
度をどう測定すべきかという問題があろう。これについては，もちろん一義
(14) 小松博親「一層強まる東京集中化—10年間にみる地域別預貸金・店舗数動
向」，「金融ジャー ナル」 '89.11号 (74~79ページ）。
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的なコンセンサスが確立しているわけではない。「集中度」と言えば産業組
織論で利用される ConcentrationRatioがある。すなわち， 特定変数の地
域別シェア（日本全国の当該変数値に対する各地域の当該変数の値が占める
比率）を降順にならべて，例えば上位3地域なり， 5地域の果積シェアがど
のくらいの大きさであり，またどう推移しているかを見ることによって集中
化硯象の程度を測定するという方法が考えられる。産業組織論では特定産業
の独占度を測定する指標として，この累積集中度の他にハーフィンダール指
(15) 
数等も利用される。以下の分析では集中の程度（店舗数の地域間分布の偏り
具合い）をこの最もよく利用されるハーフィンダール指数Hで測定するもの
とする。 Hは次の式で定義される。すなわち，
J 
H=区S;
i 
である。ここでふは各地域 (j)の全体に占めるシェアで，地域数はJであ
(16) 
るとする。よく知られているように H=(炉+1)/]である。 ここで V=ヽ/μ
はふ分布の「変動係数」であり，ヽおよび μ(=1/J)はそれぞれ分布の標準
第4表 各地域の10年間におけるシェアの変化（単位：％，△印減）
人 口 法人所得 G N P 店舗数 預
地 城
増減89.3 79.3 増減 88.1 78.J 増減 87.3 77.3 増減 89.3 79.3 89.3 79.3 
北海道 4.6 4.8 tl 0.2 1.8 2.2 △ 0.4 3.9 4.3 △ 0.4 4.5 4.9 △ 0.4 2.3 3.2 
束 北 8,0 8.3 △ 0.3 2.4 2,8 △ 0.4 6.4 6.6 △ o.z 8.4 8.5 △ 0.1 3.5 4.6 
関 束 30.829.5 1.3 55.2 50.6 4.6 35,6 33.2 2.4 26.6 25,5 1.1 49.6 42.3 
北 陸 4.6 4.7 ．△ 0.1 2.3 2.5 △ 0.2 4.2 4.3 △ 0.1 6.3 6.4 △ 0.1 3.1 3.6 
中 部 13.913.9 o.o 11.6 12.2 △ 0.6 14.7 14.2 0.5 14.2 13.4 0.8 10.5 11.6 
近 畿 16.416.6 △ 0.2 18.5 20.2 △ 1.7 17.0 18.2 △ 1.2 16.7 17.0 △ 0.3 19.3 21.0 
中 国 6.3 6.5 △ 0.2 2.8 3.1 △ 0.3 6.0 6.4 △ 0.4 7.2 7.5 △ 0.3 3.8 4.4 
四 国 3.5 3.6 △ 0.1 1.5 1.7 △ o.z Z.7 3.0 △ 0.3 4.3 4.6 △ 0.3 2.2 2.8 
九 州 11.912.J △ 0.2 4.0 4.5 △ 0.5 9.6 9.7 △ 0.1 11.7 12.Z △ 0.5 5.6 6.7 
（出所） 『金融ジャーナル』 '89.11特大号。
(15) 集中度を測定する諸指数については本稿末尾の補注を参照。
(16) 同上。
金 貸，出金
増減 89.3 79.3 増減
△ 0.9 2.2 2.9 △ 0.7 
△ J.l 3.0 4.1 △ I.I 
7.3 53.3 46.2 7.1 
△ 0.5 2.5 3.2 △ 0.7 
△ I.I 9.0 IO.I △ I.I 
△ 1.7 19.3 21.0 △ 1.7 
△ 0.6 3.4 4.0 △ 0.6 
△ 0.6 1.9 2.3 △ 0.4 
△ I.I 5.4 6.1 △ 0.7 
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偏差と平均値である。ハーフィンダール指数Hの値は地域分割の数（］の
大きさ）によって直接影響を被むることに留意しなければならないのであ
る。
第4表（これは小松氏論文に掲載のデーク表である）に基づいて人口(N),
法人所得 (Y1),GNP(Y), 店舗数(B),預金量(D),貸出金(L)それぞれの
全国分布についてのハーフィンダール指数値を求めると第5表が得られる。
この表にはシェア最上位地域（すべての項目で関東地域），上位3地域（関
東，近畿，中部）の累積シェアの大きさ（それぞれ C1とCs)も示されてい
る。また，全国のHの値を図示したのが第3図であり，ハーフィンダール指
数の変化から集中度の推移が視覚的によく理解できる。
第5表および第3図から判明することをまとめておこう。
① C1でみようがCsでみようが，さらに集中度の総合的指標であるハーフ
ィンダール指数Hでみようが，店舗の地域間分布が集中化する傾向にあるこ
とは否定できない。
③特に，関東，中部，近畿3大都市圏への集中が進み (C1と Caの値の
推移を参照）， その中でも関東圏への集中がさらに激しいことがわかる (C1
とCi/Csの値の推移を参照）。
⑧しかし，金融機関店舗分布の集中の程度は諸変数の中で最も低く，これ
より人口， GNP,預金，貸出金の順に集中の程度は大きくなり，法人所得の
第5表集中度諸指数の値とその推移
人 口 (N) 法人所得(Y1) GNP (Y) 店舗数 (B) 預 金 (D) 貨出金 (L)
78.3 89.3 78.1 88.l 77.3 87.3 79.3 89.3 79.3 89.3 79.3 89.3 
全国H -1654.66 1710.68 3168.92 3564.23 1859. 71 1981. 71 1482.28 1525.81 2481.3 3020.69 2771. 41 3358. 80 
C1 
29.5 30.8 50.6 55.2 33.2 35.6 25.5 26.6 42.3•19.6 46.2 53.3 
（関東）
C.(醸・
60.0 61.1 83.0 85.3 65.6 67 .3 55.9 57.5 74.9 79.4 77 .3 81.6 
迅・暢）
ey. 49.2 50.4 61.0 64. 7 50.6 52.9 45 "6 46.3 56.5 62.5 59.8 65.3 
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集中度（あるいは偏在
度）が最も大きい。
④店舗・人口 •GNP
の3者の分布がほぼ等
しい集中度を，預金・
貸出金・法人所得の 3
者もほぽ等しい集中度
を示している。また，
前3者の集中度上昇は
一様にきわめて綬やか
であるのに対して，後
3者のそれは急であ
る。
第3図 ハーフィンダール指数値の推移
4,000 
?ー?
2,000 ??
1,000 
⑥したがって，金融
機関店舗はほぼ地域の
人口動態や地域の経済
活動全般の動向と相関するのに対して，預金・貸出等の金融機関の業務活動
?
は法人所得と強い相関を有しているように見える。ただし，店舗は固定的要
素であるのに対して，預金量・貸出金は相対的に流動的性格を有することも
考慮しなくてはならない。さらに店舗分布の推移が店舗行政の結果であると
すれば店舗規制の綬和により今後分布の推移は従来と異なったものになる可
能性は否定できない。しかし，実際の店舗配置は，店舗規制の「実効性」の
いかんに関係なく，金融機開の内示申請と大蔵省の隠可・内示という双方向
的アクションの帰結であることは間遣いない。したがって，今後店舗行政の
大幅な緩和が金融機関の店舗政策上大きな自由度を与えることになっても，
店舗のみの関東ないし東京一極集中が独走する可能性は考えられない。店舗
集中が進行するとすれば，それは経済全般の集中化硯象に随伴する形で進む
ものであって，関東ないし東京への経済一極集中そのものが問題とされなけ
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ればならないであろう。
なお， 89年3月末時点の各地域のハーフィンダール指数とその10年前のハ
ーフィンダール指数を比較することで，これら二時点間の状態を比較するこ
とは可能であるが，それは言うまでもなく10年間の傾向的推移を必ずしも示
しているわけではない。なんとなれば， 10年間の過程における紆余曲折が明
らかにされていないからである。したがって，木来ならば10年間の統計デー
クをすべて比較することが必要であるのは言うまでもない。
このような分析上の問題はあるが，続いて，同じく小松論文 (1989)に掲
載の都道府県別データから各地域内において金融機関店舗の集中がどの程度
進んでおり，またそれが10年間にどのように推移したかを観察することとし
よう。ここでも各地域内のハーフィンダール指数を測定し，店舗の集中の程
度の異時点間推移を明らかにしよう。また，各地域毎の集中の程度を比較す
ることによって，地域間の特徴も明らかにできるはずである。ただし，ハー
フィンダール指数の値は既述の通り標本数（すなわち，各地域を構成する都
道府県数）によって直接に影善を受ける。したがって，この点の調整を行わ
なければ地域間比較は不可能であることは明かである。そこで，各地域で店
舗数が均一の分布をしていたとすれば得られるハーフィンダール指数の値
H. を求め (H戸 1/]), 実際のハーフィンダール指数Hをこれでノーマライ
ズ（規準化）することで地域間比較をするというのが，ここで採用する分析
手法である。すなわち，地域毎の (H/H.)=J•H を求め，これを地域間比
(17) 
較の材料として利用するというものである。
小松氏が掲載している都道府県別の店舗数デーク（第6表）から，各地域
毎の C1,Caまたは C2, (Ci/Ca)または (Ci/C2),H, H., (H/Hりの値
を求め，これを整理したのが第7表である（ただし， Hの値は (%)2の単位
となっている）。そして，地域毎の (H/H.)= (J,H)の値の推移を図示した
のが第4図である。
第7表と第4図には地域毎の特性がよく現れているように思われる。これ
(17) この点も本稿末尾の補注2を参照。
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第7表 各地域の店舗・預金蜃・貸出量分布集中度の推移
店 舗 預 金 貸 出
79.3 89.3 7!!.3 89.3 79.3 89.3 
東 北 C1% 2・1. 5 19.9 26.4 26.9 29.8 32.8 
(J = 6) C3% 56.1 55.2 6~.~ 62.1 63.7 66.8 
C1/C3 38.3 36.1 42.7 43.3 46.8 49.1 
H 1709.84 1693.41 1822.08 1852.11 1909.14 2051.52 
J. H 1.0259 1.0160 1.0932 1.1113 1.1455 1.2309 
関 東 C, 47.0 44.5 68.7 73.6 79.4 80.6 
(J = 7) C3 73.3 71. 7 85.8 88.0 90.7 91.8 
C1/C3 64.1 62.1 80.1 83.6 87.5 87.8 
H 2762.82 2586.72 4927.67 5563.77 6393. 92 6581. 98 
J. H 1.934 1.8107 3.4494 3.8946 4.4757 4.6074 
北 陸 C1 32.2 32.4 37.8 33.5 36.8 33.7 
(J = 4) C2 58.2 58.7 60.9 61.1 62.9 60.6 
C1/C2 55.3 55.2 62.1 54.8 58.5 55.6 
H 2589.84 2595.42 2745.46 2660.46 2758.10 2672. 23 
J. H 1.0359 1.0382 1.0982 1.0642 1.1032 1.0689 
中 部 C1 38.2 38.5 48.2 48.1 52.4 51.8 
(J = 6) Ca 75.2 74.3 79.0 78.5 81.3 81.3 
C1/C3 50.8 51.8 61.0 61.3 64.5 63.7 
H 2451.20 2430.37 3012.34 2983.07 3347.38 3287.58 
J. H 1.4707 1.4582 1.8074 1.7898 2.0084 1.9725 
近 畿 C1 46.3 43.5 59.1 61.3 66.2 66.0 
(J = 6) C3 83.5 83.4 89.5 89.9 92.2 92.8 
C1/C3 55.4 52.2 66.0 68.2 71.8 71.1 
H 2975.16 2823.70 4016.52 4215.54 4751.54 4749.24 
J• H 1.7851 1.6942 2.4099 2.5293 2.8509 2.8495 
中 国 C1 32.8 34.6 42.4 44.4 47.5 48.7 
(J = 5) C2 55.6 58.5 65.3 67.7 68.3 70.7 
C1/C2 59.0 59.1 64.9 65.6 69.5 68.9 
H 2318.51 2393.67 2827. 35 2949 .46 3102.23 3211.55 
J. H 1.1593 1.1968 1.4137 1.4747 1.5511 1.6058 
四 国 C1 34.8 35.5 35.9 35.8 35.3 38.9 
(J = 4) C2 59.0 58.7 62.1 63.7 64.6 68.7 
C1/C2 59.0 60.5 57.8 56.2 54.6 56.6 
H 2636.73 2653.98 2701.17 2729. 75 2731. 66 2891. 70 
J. H 1.0547 1.0616 1.0805 1.0919 1.0927 1.1567 
九 州 C1 33.3 32.9 42.4 42.6 46.7 49.5 
(J = 8) C3 55.4 55.7 63.6 64.2 65.9 68.6 
C1/C3 60.1 59.1 66.7 66.4 70.9 72.2 
H 1763.97 1749.57 2299.71 2316.87 2613.18 2846.07 
J. H 1.4111 1.3997 1.8398 1.8535 2.0905 2.2769 
（注） Jは各地域の都道府県数。
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第 4 図各地域の (J•H) 値の推移
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らから主張しうることを箇条書にまとめてみよう。
①どの地域でも，またどの時点を問わず，（店舗の集中度＜預金の集中度
＜貸出金の集中度）という大小関係が成立している（この点は第3図同様）。
R関東と近畿地区の集中度は，店舗・預金・貸出金いずれをとっても飛ぴ
抜けて高い。この両地区では預金・貸出の集中度がともに高まっているにも
かかわらず，店舗数の面では集中度が低下している点は印象的である。いず
れの変数で見ても集中度の高い地域ほど，店舗数集中度と預金・貸出集中度
との格差はますます大きくなっている。
⑧中部と九州地区が集中度水準では関東，近畿に次ぐ。店舗の集中度は中
部地区が九州地区を上回り， 10年間ほとんど変化していない。他方，預金・
貸出金の面では九州地区が中部地区を上回り，九州地区では両方とも上昇傾
向にあるのに対して，中部地区では両方とも低下傾向にあるのは興味深い。
④以上の諸地域に続いて集中度が高いのは中国地方である。この地区では
店舗数・預金量・貸出金のいずれにおいても集中度は緩やかに高まりつつあ
る。
⑥最後に，集中度の低い地区としては東北，四国，北陸の三地区がある。
店舗数の集中度は徴妙な変化にとどまる。前2地区では預金・貸出金ともに
集中度が高まっているのに対して，北陸ではこれらの集中度は逆に低下して
いる。
⑥店舗数の集中度推移で大きな変化が見られるのは，関東地区および近畿
地区での集中度の低下であり，中国地区での集中度の上昇と言ってよい。他
の地区では微少な変化しか見られない。
⑦関東地区で店舗数シェア上位1都2県（東京都，神奈川県，および千葉
県）の累計シェアが10年間にわずかながら減少しており，東京都のシェア・
ダウンはそれ以上（シェア水準そのものは依然圧倒的であるとしても）であ
る。すなわち，東京都内での店舗網配置は一巡し，隣接経済圏へのスプロー
ル化が10年間に進行したと解釈することができよう。このような結果とし
て，関東地区では店舗数分布が分散化したのだといえよう。
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⑧近畿地区でも同様の硯象が見られる。すなわち，店舗数のほとんどは上
位2府1県（大阪・兵庫・京都）に集中しており，その累積シェアが10年間
でほとんど横ばい（ごくわずかだけ減少）であるのにもかかわらず，大阪の
シェアがダウンしている。これは大阪の隣接県への店舗配置が増加したこと
を意味している。かようにして，近畿地区でも店舗数の分布は分散化の方向
に推移したのである。
⑨中国地区では， 10年間にその中心県である広島のウエイトがさらに上
昇，次席の岡山県のシェアも高まったことから集中度が高まった形になって
いる。
以上， 2つの分析結果から総合的に判断すると，全国銀行（店舗デークに
出張所は含まれていない）・相互銀行・信用金庫については， (i)関東地区に
配置されている店舗数のシェアは 1/4強で大きいものがあるが，全国的にみ
て法人所得や貸出・預金の集中度に比較し店舗数の集中度の程度は決して高
くない。また，その上昇ぶりも非常に綬慢であり，目だった集中化傾向はす
くなくとも79年3月の時点に至る10年間には見られない。 (i)各地区毎の店
舗集中度の推移を見ると，関東地区や近畿地区ではむしろ集中度が低下し，
両地区の中心県（東京都と大阪府）の隣接府県へ「店舗配置のいわばスプロー
ル化」が進展しつつあり，その結果としてハーフィンダール指数の値が低下
したのである。 (ii)二大都市圏以外の地方圏ではかえって集中度の上昇が見
られる。これは地方圏の中心県に向かう集中化傾向が存在する証しである。
さて，以上の諸結論は，しかしながら，次の事項に配慮するならば修正を
余儀なくされるかもしれない。すなわち， (i)全国銀行の出張所も店舗とし
てカウントすること，. (i) CD•ATM 網，ポークプル端末，その他のエレク
トロニック・バンキング端末を「店舗」としてカウントすること（ただし，
これらの諸「店舗」が店舗としてカウントしうるのか，あるいはそれらの存
在をどう捉えるべきなのか，これらを理論的にどう扱うかは未解決の問題で
ある。これらについては第4節参照）， (ii)普通銀行と中小企業金融専門機
関を区別して集計・分析したり， 実態としての「全国銀行」と「地域金融
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機関」とを区別して集計・分析したりすること。
以下では，金融機関の業態毎の全国的，あるいは地区毎の店舗集中度とそ
の推移を考察してみよう。
3.2. 業態別金融機謁店舗の集中度とその推移
『金融ジャーナル』誌 (89年11月号）は業態別・都道府県別の店舗数・預
金・貸出金の推移を調査し，これを整理したデークを同号に掲載している。
以下の分析では主としてこれに依拠する。ただし，県別の人口統計 (79.3末
およぴ89.3末時点）およぴ所得統計 (76年度と86年度）は『地域経済総覧』
（東洋経済新報社）からとった。また，この場合所得統計としては「県民総
(18) 
支出」を採用した。
この『金融ジャーナル』および『地域経済総覧』のデークを基にして，業
態別・各都道府県別の店舗集中度をハーフィンダール指数によって計算し，
これを表にしたのが第8表である（ただし， Hの値は (%)2の単位となって
いる）。この表を基にして，全国での各業態別店舗集中度Hの値（および，
その推移）を図示したのが第5-1図であり，各地域別に諸業態の集中度J・
Hの値（および，その推移）を示したのが第5-2図である。
第5-1図から，以下のようなことが主張しうるであろう。
①全国的レペルでは，唯一，第二地銀（旧相互銀行）を除き，すべての業
態において店舗集中度はこの10年間に上昇している。これはすでに第3図に
反映していると言ってもよかろう。
⑨店舗集中度の水準が高い業態ほど（およぴ人口や GNPも）集中度の上
昇傾向は概して強い。都銀（およぴ長期信用銀行と信託銀行を加えたもの）
の店舗集中度は非常に高く，また，その上昇傾向もきわめて強い。これに対
して， 「中小企業金融専門機関」や「地域金融機関」と目されるものの店舗
集中度は概して低く，その上昇傾向も緩慢である。これらの店舗の集中度上
(18) なお，この「金融ジャーナル」のデークは店舗の定義を与えていないので，ど
の範囲の店舗までカウントしているかは不明である。
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第8表地域別・業態別の店舗分布集中度推移
A Jl 県艮GNP 椙銀 椙•長信•信託 撼倶 全目倶行
79.3 89.3 7呼度 船年度 79.3 89.3 79.3 89.3 79.3 89.3 i9.3 89.3 
全国 H 1652.63 1712.60 ］邸．糾 ]93,2fi 緬 .65 410.04 睾 .34 394.42 1284.4 1328.01 1651.45 1658.95 
(9遁区） J•)I I. 絹74 1.5413 1.689 1.7939 3. 細 3.690 3.2475 3. 寧 1.1560 1.1952 I. 蜘 1.4931
北悔逍 H IOI0.0 llll0.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
(J = I)J•H 1.0 1.0 1.0 1.0 I.Oil 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 
東北 H 1735.47 1759.51 1785. 糾 1839.7 'l/68,31 312.0 碑 .25 3250.29 1紺0.39 I紺4.85 1693.41 1691. 禍
(J=6)J•H 1.0413 1.057 l,f/15 1,1039 I. 齢10 1.9872 2.0185 1.9502 1.0142 1.0169 1.0160 1.0149 
l 東 H 2036.76 1963.3 2578.63 2498.82 4392.3 40.45 437.06 4351.40 159. 79 1535.13 寧．伯加.5
(J=7)J・H 1.4257 1.3143 1.8050 1.7492 3.0746 3.0803 3.0359 3.0460 1.19 1.0746 L螂 1.9019
北陸 H 3048.28 3025.5 2950.84 2950.80 3150.0 2901.32 3075.60 294.76 261.46 2618.62 65.06 2磁.12
(J=4)J•H 1.2193 1.2102 1.1803 1.1803 I. 細 1.1605 L寧 1.179 1.0646 1.0474 I. 蜘 1.0504
中苺 H 2359.17 2374.64 260.21 露 .48 5727.19 珈 .92 531.05 5630.8 寧 .71 1949. 胎 2加.89 寧 .43
(J=6)J•H 1.415 1.4248 1. 孤01 1.5819 3.4363 3.5867 3.3186 3.3785 I. 磁z I.I納9 1.3247 1.2393 
近巖 H 細 .79 碑 .23 3195.0 3159.47 41.0-I 443.31 4泣.59 +109.96 21迅.91 2019.17 3121.31 291.23 
(J=,6) J・H 1.703 1.671 1.9170 I. 細7 2.646 2.660 2.6535 2.6460 1.2941 1.2475 1.87氾 1.7965
中目 H 2512.26 2538.45 2716.8-1 2690.03 寧．お 3.吃.41 瑯6.0 3513.03 2157. 鯰碑.03 215. 71 259.28 
(J=S)J•H 1.2561 I. 2692 1.3581 1.3450 ). 卿 1.612 1.8280 1.7565 1.0789 1.1邸 1.1079 I.I泊6
四目 H 2678. 1 2678,4 2691ぶ 2694.23 289.0i 寧 .Oi 泣4Z.9 泣4Z.9 2616.15 細 .63 26飢位 2610,08 
(J=4)J-H 1.0712 l._lJ/14 1.076 I.Om l.159(i I.I瑯 1.2972 1.2972 1.0425 1.0423 1.0430 I. 叫O
九 Il H 1718.72・1750.13 皿 .05 1982.39 碑 .oz 4194.95 453. 70 397 .32 1470.09 1616.5 '153,9 139.38 
(]=8)J•H I. 訂関 1.401 1.616 1.5859 3.1紺Z 3.3560 3.5630 3.1819 1.1761 I俎12 1.2412 1.3915 
（注）各行とも上段はハーフィンダール指数(H) を、下段は規準化されたハーフィンダーール指数(J•H) を示している。
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相輝行 信用金庫 信用Il合 梱艮•信金•信罷 越•相鼠•信金•信覇 艮閏金鼠機ll(孤） 蒻便局
79.3 89.3 79.3 89.3 79.3 89.3 79.3 89.3 79.3 89.3 79.3 89,3 79.3'89.3 
136.37 1326.41 1460.90 1612.68 1610-.6 I叙.67 1405.23 1471.58 137 .90 1378,59 1490.62 !;t5.69 1262.37 1284.37 
1.2027 1.1938 1.3148 1.4514 1.496 1.4712 I . 2647 I. 324 1.2糾I 1.2407 1.3416 1.391 1.1361 1.159 
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 IIOI0.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 I.Oil 1.0 I.Il) 1.0 1.0 1.0 
2185.18 2161.87 180.81 179.48 190.10 皿 .46 1821.01 1825.92 1714.27 1705.98 .1721, 閲 171.57 1703.06 1702.18 
J.3ll 1.2971 I. 寧 1.0797 J.1941 J. 碑 1.0926 1.095 1.0286 1.0236 1.032 1.0269 1.0218 1.0213 
238.1.23 191.16 3293.01 3057.10 3184.60 29孤35 301,.80 2761.6 磁I.93 242.8 細 .87 2736.02 1802.59 174.fil 
1.683 1.3938 2.3051 2.14糾 2.292 2.068 Z.1083 l.93Z 1.1024 1.570 2.0341 1.91認 1.2618 1.2423 
2918.89 2856.65 2553.M 碑 .OJ 4323.57 4858.'C/ 細 .67 2726.67 2619.60 2683,39 2681.26 2680.48 3010.68 305,0 
1.1676 1.14訂 1.0212 1.0136 1.7294 ]. 細 J.075 1.007 ]. 町18 1.0匹 1.0125 1.012 I. 別3 1.2020 
! 
3259.59 352.67 2369.91 2483.9 1躙.23 加Z.80 27. 糾 2387.78 2底．狐 2lJl5.9 224.2 219.53 l節3.繕 1870.98
1.958 2.016 1.4219 1.4鉗 1.1617 I. 細 I. 紺6 1.4327 1.232 1.2456 1. 謁伍 1.317 1.121 1.126 
302.60 3089.14 2871.69 27侶.42 342.47 3-16.20 2897.74 2791.49 2650.82 2562.12 蕊7.64 2836.18 2159. 79 208.92 
1.8016 1.8535 1.7230 1.6232 z. 船蕊 Z.0797 1.7386 1.6749 1.5蜘 1.5373 1.7絡 1.7017 1.2959 1.3253 
250. 24 2689 .06 230.70 2459.58 4163.07 412.86 細 .61 2703.39 碑 .3-0 2-174. 筋 2413.08 2-195.20 20.42 218.13 
1.2751 1.3-145 1.1654 1.298 2.0815 2. 醐 1.3028 I. 蕊17 1.192 1.2310 ］．寧 1.2476 1.102 1.1091 
2719.53 灯17.1 'l/16.60 町06.48 554.70 5793.73 29692. 随 2690.57 2631.24 2628.51 磁1.34 2629. 謁 2648.80 2640.60 
1.0878 1.1868 1.086 1.1826 2.219 2.31万 1.071! 1,0762 1.0525 1.0514 1.0525 I. 伍18 I. 侶95 I. 蜘
2157.39 I邸.46 1871.29 1791.60 182.15 1齢5.30 1912.70 1782.41 1687.7 1698.08 1731.34 1728.56 15-15.46 I認4.18
1.7259 1,5156 1.4970 1.433 1.4576 1.492? • I.53oz 1.4259 1.3祁2 I. お85 1.3851 I .3828 1.2364 I. 2193 
・（驀）•ここで民問金験機調には労働金庫・晨協を含まない。
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昇傾向は人口の集中
度上昇にほぽ歩調を
合わせている。例外
的であるのは，信用
金庫の集中度上昇の
急なことである。信
用金庫の店舗はむし
ろ GNPの動向に相
閲しつつ集中度を高
めつつあるように見
える。
③郵便局は店舗配
置が最も分散してお
り，集中度水準も最
低である。そして，
（相銀の場合を除き）
店舗集中度上昇率も
最低の水準であり，
それは人口集中度の
上昇率をさえ下回っ
ている。これは公的
な郵便局の店舗が人
口集中度の高い都市
部において相対的に
過小となりつつある
ことを意味し，その
限りで都市住民に不
利な扱いとなってい
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第5-1図金融機関業態別の全国的店舗配置集中度の推移
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第5-2図 金融機関業態別の地域別店舗配置集中度の推移
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ることを意味している。
次に，第5-2図からは次のようなことが主張しうるであろう。
①人口， GNPいずれにおいても，関東圏内ではあきらかに集中度が（近
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畿圏内でも緩慢に）低下しており，これは隣接県への分散化傾向（あるいは
スプロール化傾向）の硯れとみることができよう。これに対して， 3大都市
圏のひとつである中部地域は，逆にいずれの集中度も高まっている。
③都銀だけを見るとその店舗数集中度は，北陸や四国を除き，概して上昇
している。
③都銀（およぴ，図にはないが，長期信用銀行や信託銀行を加えたもの）
の店舗数集中度は， 3大都市圏のうち関東・近畿圏で概して不変（わずかに
上昇， またはわずかな低下），中部圏ではっきりと上昇している。 この対照
的な動きは①の硯象の反映でもあろう。
④地銀の店舗集中度は 3大都市圏ではどこでも低下している。他方で九州
圏での集中化が顕著である。これに対し相銀（第二地銀）の場合，開東や九
州で集中度が急減しているが，これについては相互銀行が地方銀行に転換し
たり，都市銀行に合併された事実が寄与している面もある。
⑤ 「中小企業金融専門機関」（相銀，信金，信組）の店舗は， 関東・近畿
麿内，および九州圏内で分散化傾向が見え，中部・中国圏内で上昇傾向を示
している。
⑥ 「地域金融機閲」と目される諸業態（地銀，相銀，信金，信組）の店舗
は， 3大都市圏内ではすべて集中度が低下し，分散化傾向が見える。中国圏
でのみ集中度が大きく上昇している。他の圏内ではほほ不変である。なお，
集中度の水準自体は地銀が相銀や信金よりもかなり低位にある。これはおそ
らく前者に対して後者よりも厳しい店舗規制がなされてきたため，店舗政策
の自由度がより小さかったことによろう。
⑦民間金融機関全体で見ると，店舗の集中度は中国圏内でわずか高まって
いるのを除けば概してどの地域でもほぼ不変ないし若干低下しているといえ
よう。
⑧郵便局は近畿圏で上昇しているのを除き，概してどの地域圏内でも低下
しているか，ほとんど不変である。なお集中度の大きさ自体は地銀のそれと
ほぽ等しい水準にあると言えよう。
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4. 店舗の役割と機能
4.1. 銀行にとっての店舗の意味
銀行にとって店舗とはいったいどのような存在であるのか，本節ではこの
点を少々大胆に考察してみたい。
(1) 銀行にとっての店舗＝営業所を「預金商品」や「貸出商品」さらに
「決済サービス」などの諸商品の生産拠点であると考えるならば，それは製
造業でいうところの「事業所」ないし「工場」に対応するものと考えること
ができよう。一般に工場立地の決定要因は「市場」，「労働」，およぴ「土地」
であると言われる。したがって，銀行店舗も「預金市場」や「貸出市場」に
接近した形で配置される可能性が高いのは当然であろう。「預金市場」は概
して人口，企業の事業所数，および分配所得（家計所得や事業所所得）の地
理的分布状況に依存しよう。「貸出市場」は借入れ主休の地理的分布に依存
しよう。「預金商品」や「銀行貸出商品」は相対型の商品だけに標準化の程
度は低く，これらの商品の品質を見きわめるためには詳細な情報が不可欠と
なる。 それ故， これら商品の取引では相対の取引 (face-to-facetransac-
tion)が基本的に不可欠である。なお，預金は現下の護送船団行政のもとで
は標準化の高い商品である。預金種と預金金利が画ーであるからである。し
かし，金融自由化の進展とともに預金種と金利が銀行毎に異なる可能性があ
り，個別金融機関の営業リスクが預金の質的差異を形成するから，次第に標
準商品の性格を失うはずである。預金保険制度はリスクの格差を解消すると
いう意味で預金商品の標準化を促すが，真の金融自由化ならば預金商品の種
類と価格の多様化を許容するものでなければならない。基本的に，預金はそ
の満期，金利が相対で決められるオーダーメイド型の金融資産となるはずの
ものである。
ところで，情報には定型化されうる情報ないしコード化の可能な情報の他
に，コード化の困難な非公式的な，あるいは非定型的な情報が存在する。こ
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れらのいわばプライベート情報は相対で (faceto face)取引をしなければ
得られない性質のものであろう。このような情報を入手するためには対面接
触が不可欠となる。預金や貸出などの金融資産取引では，資本市場での資金
取引と異なり，取引される商品の標準化の程度が低く，非定型的情報のやり
とりが不可欠であり，それゆえ対面取引が必要とされる。銀行店舗は，した
がって情報生産（入手，加工，蓄積）の場であると考えることができる。
預金や貸出は銀行と銀行顧客との間の資金貸借取引に他ならないから，資
金，あるいはいっそう具体的には資金を担う貨幣が金融負債と交換されなけ
ればならない。このような交換が，実際上は取引コストのない世界(friction-
less societyあるいは cost-lessworld)でなされるのでないのは言うまで
もない。貨幣（金融負債）との交換を意味する金融取引においても，それら
の現物が交換されるかぎりでは取引コストがかかるのである。具体的に言え
ば，預金者が貨幣を銀行に持参するなり，銀行が預金者の元に貨幣を取りに
いくなりすることが必要であり，借り手と銀行との間にも同様のことが言え
るのである。この意味で銀行店舗は資金取引に関連して生じる現物取引の物
理的空間であり，店舗に関わるコストは現物交換の取引コストであると考え
ることができる。
しかし，金融取引の場合は取引対象がコード化可能な現在と将来の購買力
の交換であるから，コンピュークと通信技術を利用するならば，ォンライン
システムの欅築を通じて取引は可能である。したがって，ォンラインシステ
ムの構築にイニシャル・コストがかかるとしても，個々の取引の限界的コス
トは徴少なものとなりうる。それは現物交換のための対面接触の必要性をな
くすからである。しかし，預金，貸出の商品の本質的特性からすると情報取
得のための対面接触は依然不可欠である。技術の発展が一方で対面接触を必
要としなくなったとはいえ，金融取引（特に標準化の低い預金・貸出取引）
の本質的特性の故に，対面接触を通じた情報収集は不可欠である。その意味
で，エレクトロニックバンキング化を押し進めつつある金融機関はジレンマ
に立たされているといっても過言ではない。
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ただ，現物交換の必要性がますます低下しつつあり，預金・貸出取引の取
引コストが低下しつつあるということはたしかであろう。すなわち，かつて
の新古典派経済学の基本前提であった frictionlesssocietyに，現実はます
ます接近しつつあると言えるのである。その意味では物的な取引の場である
店舗は不要になりつつある。とはいえ，情報収集の面では不可欠であり，工
レクトロニック・バンキングという形へ店舗の形態が変化しつつあるのだと
(19) 
認識するのがより妥当であるかもしれない。
(2) さて，ここまでは店舗の持つ意味を店舗単体でとらえてきた。なるほ
ど，現実には銀行の行動は支店間競争を中軸としたものである。これは支店
をいわば地域別事業部とすることで，事業部単位の採算性を明確にし，事業
部間の競争を通じて効率的な銀行経営を実現しようとする経営戦略と考える
ことができる。したがって，銀行は銀行それ自身の「利潤極大化」を目標と
するのであり，そのための手段として事業部間の競争が用いられていると考
えるべきであり，各事業部＝支店の「利澗極大化」目標があるわけではない。
そして，個々の銀行にとっては， 個々の支店単独よりも， 「ネットワークと
しての支店網」がより重要であると言わなければならない。ここで「支店ネ
ットワーク」というのは，単に個々の支店の数，すなわち「店舗数」だけで
特徴づけられるものではないことに注意をする必要があろう。「銀行支店ネ
ットワーク」は最小限三つの次元で捉えられる必要がある。すなわち，「A.
店舗数(numberof branches)」（あるいは，これに加えて「店舗規模（店舗
面積や行員数がその代理指標たり得よう） (scale of branches)」）と「B.店
舗配置（地理的な分布状況） (location of branches)」，さらに「C.店舗の
営業時間 (MAX.24時間） (branch-operation hours)」である。さらに言
えば，「D.銀行員による外訪活動」もまた店舗ネットワークを特徴づける一
要素とみなさなければならないかもしれない。外訪活動は固定的に配置され
ている店舗と銀行顧客との空間的距離をさらに穴埋めすること，すなわち店
(19) エレクトロニック・パンキングの動向とその意味については，岩佐 (1990)参
照。
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舗配置空間の伸縮化作用を有する。したがって，これを「B.店舗配置」の要
因に含ましめることも可能ではあろう。
「A.店舗数 (numberof branches)」と「B.店舗配置（地理的な分布
(20) 
状況） (location of branches)」は相侯って「店舗分布 (branchdistribu-
tion)」を示すものと言えるかもしれない。いずれにせよ，銀行にとっては
このような三次元（あるいは四次元）からなる「店舗ネットワーク」こそが
重要なのである。それはこのようなネットワークを媒介として預金者およぴ
借り手との対面接触が図られ，かくして預金商品と貸出商品が生産されるこ
とになるからである。そして，なによりも銀行の「資産転換」は銀行による
リスク軽減とリスク負担行為に依存して可能となっている。リスクの軽減・
リスクの自己負担は「リスク分散」の方法に依存していることは言うまでも
ない。リスク分散を有効に行うには，顧客取引の空間的分散を継続的に（す
なわち，時間的分散も図りながら）行っていく必要がある。そのためには広
範囲に散在する地域およぴ顧客から情報を収集することが必要である。この
ような意味で，単休としての店舗が重要であるというよりも，「店舗ネット
ワーク」が重要なのである。銀行は本来的に情報産業であり，ネットワーク
(21) 
産業であると言えるのである。ところが，わが国の「店舗行政」はまさに
「店舗ネットワーク」のうちでもこの「店舗分布」を規制しようとしたもの
であり，「A.店舗数」と「B.店舗配置」を行政的に規制しようとしたもの
であるが，「外訪活動」については特に規制を設けなかった。営業時間につ
(20) ロケーション選択の企業行動に関する分析の古典しては Hottelling(1929), 
"Stability in Competition," Economic Journal, 39がある。消費者の支払う
実質価格は企業の出荷価格に，ロケーションによって規定される輸送コスト分を
上乗せして決定され，消費者の購買行動はこの実質価格に影響されると考えられ
ている。ロケーションが再選択可能であるならば．市場シェアないし利潤極大化
をめざす企業は市場の中央にロケーションを選定しようとする。金融機関が預金
市湯や貸出市場の中心をめざした店舗配置を考える行動パクーンはこのフレイム
ワークでおおよそ説明することが可能である。なお，ホテリング・モデルの解説
としては Waterson(1984)参照。
(21) 岩佐 (1990),109ペー ジ参照。
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いて，休日の選択には規制的行政が幾分か作用したが，営業時間については
殆ど規制は無かったと言える。しかし，護送船団行政下での業態毎の横並び
行動パクーンから同一営業時間となってきたのはよく知られている。他方，
西独およぴ合衆国では店舗に対する規制は存在しないが，「外訪活動」につ
いて規制がある。この点はすでに第2節初めに述べた通りである。
ところで，エレクトロニック・バンキングの進展は店舗ネットワークに対
していかなる含意を有するか。現物取引から電子的取引への移行は従来型の
物的な店舗形態を不必要にする可能性は高い。しかし，ネットワークとして
の重要性はさらに高まりつつあると言える。むしろ物理的・空間的に制約さ
れることなく縦横にネットワーク形成が可能であるという意味で，いっそう
高度なネットワークを構築することが銀行の経営戦略上ますます重大になっ
てきたともいえる。周知の通り， CD (現金引出機）• ATM (自動預入預払
機），銀行 POS, ファーム・バンキング，ホーム・バンキングなどが次第に
普及してきつつあり，これらが今や店舗ネットワークを形成する重要なファ
(19) 
ククーであることは言うまでもない。
ところで， CD•ATM は当初は個別金融機開において，オフラインからォ
ンラインとして発展し，続いて業態毎のオンライン提携網ができあがり，今
では業態毎のオンライン網をさらに統合する提携が発展してきた。 90年夏に
は民間金融機関の CD,ATMは大合同する予定で話が進められている (2
月には都銀と地銀とで MICSという提携網が完成， 5月には第二地銀も参
加）。このような提携網は個々の金融機闊の経営戦略上いかなる含意を有す
るか。個々の金融機関，さらには各業態が越えたネットワークの提携網の形
成は，それが逆に戦略的手段としての店舗の意味を有さなくなるというパラ
ドックスを抱えているとも言える。 CD•ATM の必然的発展形態としてのオ
ンライン提携網は預金総額に影響するとはいえ，個々の金融機関にとっての
差別的戦略手段たりえなくなり，その意味でそれらは店舗としての機能を逆
に喪失するのである。少なくとも， CD•ATM の物理的・空間的配置や数量
は重要性を無くすのである（もちろん，自行カードでの利用では無料，他行
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カードでの利用では有料という料金体系の存在は，個々の CD•ATM網が当
該金融機関にとってなに程か店舗網としての重要性を持つことを意味してい
るが）。 したがって， 差別化手段としての店舗ネットワークの重要性は逆に
無くなり，金融機関競争は諸金融サービスのそれ以外の質と価格を通じた競
争へと転じていくと考えられる。このことはコンピューク技術や通倍技術の
発展に伴って，金融取引が取引コストのない社会でなされるようになること
を意味しており，その意味で frictionlesssocietyを前提する新古典派経済
学の社会に接近しつつあるものと言える。問題は技術の進展が預金・貸出取
引といった金融商品の標準化をどの程度高めるか，それらの商品の質的差異
をどの程度解消する方向に作用するかである。技術が完全同質的な金融商品
を生み出し，取引コストを無限小にするならば，全くの価格（＝金利）競争
社会が現出することになるであろう。
当分の間は「摩擦の存在する」社会であると想定するのが現実的であり，
その限りで店舗網の重要性は消減しないと考えられる。そして店舗ネットワ
ークは金融取引の差別化手段として機能し続けるであろう。郵政省・郵政研
(21) 
究所によるアンケート調査「金融機関利用に関する意識調査」でも金融機関
の選択基準として金融機関店舗が自宅または勤務先に近く存在すること（ア
クセスの利便性）が最も重要視されていることははっきりしている。すなわ
ち，店舗のロケーションが何よりも重要であると腿識されている。店舗数に
よってロケーションをカバーすることは可能であるが，店舗規模は個々の取
引主休（預金者・銀行の借り手）にとって一義的重要性はない。このような
観点からするならば，社会的に望ましくまた預金者・借り手サイドからみて
も銀行店舗の規模（＝面積）は減らして，店舗数を拡大する「小規模多店舗
化」への要請が大であると思われる。
なお，店舗規制の綬和およびコンピュークや通信技術の発展の中でも店舗
(21) 世帯人員2名以上の3,000世帯を層化多段無作為抽出法で選択し，留置面接法
により89年11月23日から12月7日まで調査，回収率は2,326世帯の77.5%,調査
結果の概要は同研究所「調査月報」 (1990.5号）の資料を参照。
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ネットワークが依然として重要性を有するとすれば，金融機関の競争は自由
な形での「ネットワーク間競争」の形をとることは言うまでもない。しか
し，林 (1989)が述べているように，ネットワーク間競争にはある最小限の
ネットワーク規模（臨界的水準）をクリアしないかぎり，ネットワークを自
律的に拡大することが不可能であるという側面がある。市場規模との関連で
決定されるであろうこのネットワークの臨界規模が達成されていない既存中
小金融機関や銀行業務への新規参入を考慮している企業にあっては，最初か
ら競争は不利であり，参入しえてもやがて撤退を余儀なくされる公算が大と
なる。しかし，このような問題は市場の区画化が可能であったり，ネットワ
ーク構築のコストは膨大でもネットワーク利用の限界コストが縮小していく
中では解決が必ずしも困難でない。専門領域（ニッチ）を選択し，市場区画化
に成功すれば当該金融機関にとって意味のある市場規模，したがってネット
ワーク構築の臨界水準も小さくできるからである。また，仮に大手金融機関
と同一の臨界水準をクリアすることが必要であるとしても，ネットワークの
利用限界コストが技術的に削減できるのであれば，ネットワーク使用のレン
トを支払うことによって， 他社のネットワークを利用することも可能であ
る。ネットワークを構築しこれを他者に貸出す金融機関にとってもあらたな
収益源たりうるし，ネットワーク構築費用の回収を容易にすることが可能と
なる。問題は汎用的なネットワークを構築する際に個々のネットワーク利用
者に特殊の (specificto the users)ネットワーク諸機能が選択できたり付
加しえたりする構造にできるかどうかである。このような汎用的ネットワー
クを構築するには個々の利害関係者から独立した機開がこれを企画するのが
最も望ましいと思われる。たとえば，公的なネットワーク構築の方法である。
単一の汎用ネットワークを構築することは経済全体にとっての「技術的効率
性」を高めるかもしれないが，「操業上の非効率性」など独占の弊害を生じ
させる副作用は有り得る。したがって，複数のネットワークを相互に競争さ
せる在り方が望ましいと言えよう。その意味で， CD•ATM 網について言う
ならば民間金融機関のネットワークと公的な郵政省のネットワークが並存
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し，競争状態を維持する硯在の在り方は必ずしも是隠されないわけではない
ことになる。
4 •.2. 陰伏的預金金利支払としての店舗ネットワーク
預金金利の規制がある場合には，店舗ネットワークは金融サービスの質的
差別化手段として機能した。この観点から， 店舗ネットワークをしばしば
「陰伏的預金金利の支払い」とみなす見方が存在する。しかし，この考えに
よれば預金金利規制が存在しなくなればこの種の陰伏的金利支払は消減する
ことになる。極限すれば銀行店舗は面積を持たない単点に帰することにな
る。しかし，現実的には銀行組織として存在するし，すでに論じたとおり店
舗ネットワークは存在し続けるであろう。店舗ネットワークが完全に消減す
るとすれば，それは情報のコストがゼロとなり，金融取引のコストがゼロと
なる極限状態を除いてほかにあるまい。すでに述べたとおり，コンピュータ
と通信技術の応用によりこれらの諸コストは今限りなく減少しつつあること
は疑い得ない。しかし，現実的には新古典派経済学で想定されてきたように
完全無摩擦の世界が現出することは当面考えられない。
さて，預金金利が規制されていても預金市場が均衡すると考えられるの
は，実は店舗ネットワークが金融サービスの質的差別化手段として機能する
からである。第6図に預金市場の需給関数が描かれている。縦軸は預金金利
水準が，横軸には預金量が測られている。右下がりの関数は銀行の預金需要
関数D(=預金形態での資金需要関数＝預金という金融負債の供給関数）で
あり，右上がりの関数は預金者による資金供給関数s(=預金形態での資金
供給関数＝預金という金融資産需要関数）を示している。 D関数は預金金利
rについて負に，店舗ネットワークの大きさBNについても負に反応する。
S関数は預金金利rについて正に，店舗ネットワークの大きさについても正
に反応する。預金金利規制がなければ成立したであろう適正店舗ネットワー
クの大きさを BN*とする。このとき，預金市場では均衡預金金利 r*が決
まっているはずである。しかしグのごとき預金金利に対する上限金利規制が
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存在することによって預金市場は需要超過に陥り，このままでは均衡しない。
そこで金融機関は店舗ネットワークを充実することにより預金吸収を図ろう
とする。かくして，需要関数Dは左にシフトし，他方で供給関数Sは右にシフ
トすることになる。その結果，規制された金利水準で店舗ネットワークBN。
が決定される。このモデルが示す限りでは，預金金利規制の存在がそうでな
い場合に比べて実硯する預金量をより少なくするかどうかは明らかでない
(F。~F*) 。
さて，今もし預金金利規制の解除がなされるならば「過剰な」店舗ネット
ワークは整理され， BNの値が縮小し， D関数およびS関数はそれぞれ右お
よび左にシフトし， 金利自由体制下で BN*および r*が決定される。た
だ，このモデルでは銀行および預金者の主体均衡化行動というミクロ的基礎
付けが明かでないため， BNがrによってどの程度代替されるかを陽表的に
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示すことはできない。また，論理的には店舗ネツトワークが陽表的な金利支
払に代替されることを主張し得るとしても，現実的に店舗ネットワークが縮
小するかどうかはわからない。それは預金需要・供給関数双方がその他の諸
変数（上記の分析では外生変数とされたもの）が変化する可能性があるから
である。店舗ネットワークと預金金利の陽表的支払との代替関係については
今後の課題であるが，いずれにしても預金金利の自由化が店舗ネットワーク
を完全に消減させる必然性はないということである。つまり，金融自由化な
いし金利自由化のなかでも，金融機関経営の観点からすれば預金金利支払と
広い意味での「店舗ネットワーク」（による質的差別化）との兼ね合いが重
要であるということは依然として真である。
5. むすび
第3節において金融機関の店舗配置がここ10年間にどの程度集中したか，
あるいは分散したかをデークに基づき分析した。都市銀行など全国的基盤で
活動する金融機関の店舗集中度は高いし，集中度が急上昇していることが観
察された。「中小企業金融専門機関」や「地域金融機関」の店舗も全国的に
みると配置が集中化する傾向にある。しかし，これらの動きは概ね地域間の
人口動態・購買力分布動態にほぼ比例した動きであるということができる。
このような動きは経済のみならず政治・文化・情報の東京圏一極集中化現象
の反映に過ぎないとも考えられる。すなわち，金融機関店舗の集中化傾向は
購買力の地域間分布曲線をますます峰の高い形状に変換していく懸念がある
が，それは単に金融システムのみの問題というよりも，政治・経済・文化の
総体からなるまさに日本社会全体の問題 (JapanProblem), あるいは「東
京問題」 (TokyoProblem)というべきである。 もちろん， 「東京問題」で
あるということは裏返すならば「地域問題」に他ならない。地域における金
融のあり方もさることながら，地域経済の在り方の問題として捉えるべきで
あろう。
さて，視線を各地域内に落としてみるなら，関東・近畿圏内ではむしろ金
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融機関店舗の分散化（あるいはスプロール化）傾向が見られた。隣接諸府県
ヘ店舗が相対的に移動していることを示しているのである。しかし，この場
合も人口や経済の動態および不動産価格動向を反映する形でスプロール化が
顕在している可能性がある。その限りではそれは金融機関にとって合理的な
店舗配置行動であり，また金融機関の取引顧客にとっても必ずしもマイナス
とは限らない。
第7図には，第3節と同じデークに基づき10年間の人口， GNP,金融機関
の店舗数の年間成長率を比較したものを示してある。変数Xの10年間の年間
平均成長率は CCX。/X-10)1/lO_lJで求められる。 X。は最終時点ないし最終
年度の変数の値であり， X 1ー0は10年前の変数の値である。
この図から明かであるように，金融機関諸業態の店舗数増加率はどの地域
でもほぼ GNP成長率と人口増加率の中間水準にあると言えよう。ただし，
都市銀行の店舗数増加率は 3大都市圏以外では当該地域の人口増加率を下回
っている。したがっ
て，当該地域の顧客
に対してサービス低
下の傾向が生じてい
る。問題は他の業態
が全体として補完的
な店舗配置行動を採
っているかである。
あるいは，顧客利便
に資するような店舗
配置活動を誘引する
動機がこれら諸金融
機関に与えられてい
るかどうか，これら
金融機関にそのよう
第7-1図 業態別店舗数成長率の地域分布
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（注） 1. Y,N, 都，地，郵はそれぞれ県民支出，人口，都市
銀行，地方銀行，郵便局の成舗数成長率の分布曲線を
示す。
2. 各業態の店舗成長率分布の平均値，標準偏差，およ
び変動係数はそれぞれ都銀 (0.72, 1. 30, 1. 82), 地
銀 (2.93,0.78, 0.27), および郵便局 (0.47,0.33, 
0.70)である。
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（注） 1. Y,N, 相，信金，信組，郵はそれぞれ県民支出，人
口，相互銀行，信用金庫，信用組合，および郵便局の
店舗数（事業所数）成長率の分布曲線を示す。
2. 各業態の店舗数成長率分布の平均値，標準偏差，お
よび変動係数はそれぞれ相銀 (2.30,0.97, 0.42), 
信金 (3.59,1.17, 0.33), 信組 (1.74, 0.63, 0.36), 
および郵便局 (0.47,0.33, 0. 70)である。
もYと0.48の， Nと
は0.64の比較的高い相関性を有している。しかし，他の業態の店舗数成長率
とYやNとの相関性は相当低い。金融の自由化の一環で店舗行政がさらに弾
力化・自由化されていくなかで，利潤動機に基づく民間金融機関の店舗配置
行動がますます収益性に配慮したものに傾斜し，公共性から乖離するとする
ならば，これを補完する意味で郵便局の存在は今後ますます重大である。そ
れ自体が利潤動機で行動する民間金融機関の行動の帰結を補完する存在とし
てはもちろん，民間金融機関のカウンター・ベイリング・パワーとして，サ
イレント・マジョリティが民主的に金融サービスを享受しうるよう，すなわ
ちいずれの主体も同等な金融取引機会を享受できるよう保証するべ<'一面
において民間金融機関に脅威を与えつつその行動を誘導する存在として機能
しなくてはならないからである。もちろん，資本主義の建前から民間資本の
体力を消耗させるに十分な脅威を与えてはならず，むしろその持てる体力を
十分に発揮できるようなィンセンティプを与える方向で郵便局はその資源を
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最大限に活用しなくてはならない。前節でも述べたように，「二重のネット
ワーク」は社会全体でみるならば資源の二重投資であり，技術的な意味で効
率的でない。しかし，一方のネットワークが他方のそれを活性化する方向で
競争を仕向けるならば，ネットワークの操業上の効率性は高まることが期待
される。ただ，競争を仕掛ける一方のネットワークが公的な存在であること
を前提する限り，それが他の民間ネットワークの採算ベースを大きく突き崩
す過大な作用を発揮するならば，前者の存在と拡大が自己目的化してしまう
ことにもなり，これは木末転倒というべきであろう。
補注
各種の市場集中度指数について
1. 集中度を表わす指標について
(1) ハーフィンダール指数：
周知のとおり，最もしばしば利用される集中度の指標にはハーフィンダール指
数がある。それはつぎのように定義される。
定義：ハーフィンダール指数 H=Es;
ただし， S は個別企業の市場シェア (i=l…·••N)
S; = (1/N)であれば， すなわち各企業の市場シェアが均等ならば， ハーフィン
ダール指数の値は H=エs;= E(l/N)2 =1/Nとなる。これを， われわれはの
ちに「等シェアー・ハーフィンダール指数」と呼びH.で表わすことにする。ハー
フィンダール指数は各企業の市場シェアにそれ自身の市場シェアを加重して平均
した値であり，市場シェアの高い企業ほど市場に及ほす影響度が大であるとの想
定による。
市場シェア分布の平均値をμ,分散を q2とし， 変動係数を V=(ヽ /μ)で表わ
すと H=(ヽ 吐炒）/μ= (炉+1)μ=(v吐 1)/Nとなる。なぜならば，
μ=四/N=l/Nであり，また
、2=区(s,-μ)2/N
＝区(S;一1/N)2/N=(区s;-2/N•Es叶N/N2)/N= (H-μ)μ 
かくして， H=(ヽ 吐炉）/μ=μ{(註十炒）／炉l=μ(v吐 1)= (v吐 1)/N。した
がって，ハーフィンダール指数の値が小さくなるのは，企業数が多いとき，およ
ぴ変動係数の値が小さいとき（個々企業の市場シニア分布において，その平均的
市場シェアが概して大で，標準偏差が相対的に小さいとき，あるいは企業の市場
シェアにばらつきが無いとき）である。
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(2) 企業がその個々の市場シェアを通じて市場全体に平均的にどの程度の支配力を
有するか，換言すると，当該市場がどの程度の市場集中度を有するか，あるいは
市場がどの程度独占的であるかを示す指標としては，一般には各企業の市場シェ
アの加重平均値を適当に定義し，その値を求めればよい。したがって，加重値の
選択を通じて，さまざまの市場集中度指標を定義することが原理的には可能であ
る。ハーフィンダール指数では加重値として個々の企業の市場シェアそれ自身が
採られている。加重値をすべて1であるとすれば，絶対的集中度の基礎的な指標
である上位数社の累積シェア＝市場占有率 (ConcentrationRatio)が得られる。
たとえば
CR.=D, 
は上位n社の累積市場シェアである（ただし， s,はこの場合降順に並べてあり，
CRN=lである）。
(3) さまざまの加重平均値による市場集中度指標：
① :Esr 
③ D•s, 
③ :E(i•s,)2 
なども市場集中度の指標として利用可能であろう。
③と⑧の場合には， S、が昇順に並ぺられているものとする。
①の指標は s,=1/Nのとき，区sr=l/N2となる。③の指標は s,=1/Nのと
き， :Ei•s,= (l+N)/2, ③の指標は s,=1/Nのとき， 区(i•s、2)/N2 となり，
③および⑧の場合には企業数が多ければ多いほど指標の値は大きくなる。したが
って，③およぴ⑧の逆数をとれば市場集中度の適切な指標となり得る。③の逆数
を集中度指標とした例には次のローゼンプルース指数 (RosenbluthIndex)があ
る。
ローゼンプルース指数=1/(2(エi•s、)-lj 
s、 =1/N のとき，四•S;=(l+N)/2であるから， ローゼンプルース指数の値は
1/(l+N)-1=1/Nとなる。かくして，企業数が多いほどこの値は小さくなる。
2. 企業数が異なる場合における市場集中度比較の方法について
市場集中度の程度について企業数が異なる産業間の比較や国別の比較を行う場
合には注意を要する。最もボビューラーな指標であるハーフィンダール指数で
は，その値が企業数の大きさから直接に影響を被る。そこで，企業数の遣いを考
慮して比較するためには企業数の及ぼす影響を調整しなければならない。ここで
は以下のように考えることとした。
個別企業の市場シェアが均等である場合のハーフィンダール指数を「等シェア
ー・ハーフィンダール指数」と呼び， H.(Herfindahl index of uniformly-distri-
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buted market-shares)で表わすならば，それは
等シェアー・ハーフィンダール指数H.=区s'f
= (1/N) 
(233)117 
となる。そこで企業数の異なる場合の市場集中度を比較する場合には， (H/H.)
を用いるというのがここでの考え方である。すなわち， ハーフィンダール指数
の値を「等シェアー・ハーフィンダール指数」で基準化することによって，企業
数 Nが市場集中度の大きさの評価に直接影轡することを排除しようとするもの
である。なお， (H/H.) =H•N であるから， この調整されたハーフィンダール
指数は通常のハーフィンダール指数の値に企業数を乗じたものに等しい。
ちなみに， P.Honohan and R. P. Kinsella (1982)の論文 ("ComparingBank 
Concentration across Countries," Journal of Banking and Finance 6)は
銀行集中度の国際比較を行っている。国際比較を行うにあたっては各国の経済規
模の差を無視し得ないので，伝統的な市場占有率 (CR算）やハーフィンダール指
数をそのまま直接利用することはできないと考え，彼らはハーフィンダール指数
を国民経済規模で基準化した指標を新たに作成した。彼らが用意した指標は以下
の2つである。
基準化されたハーフィンダール指数 AH1=a1•H•Y
基準化されたハーフィンダー）レ指数 AH2=a2•H0YU2
ただし， Y は GDP(国内総生産）を示す（なお，彼らが使用している記号で
はA凡が P2,AH2が P1に当たる）。
以上の諸指数を利用して国際比較を試みると， わが国は Hの大きさは相対的
に小さく，銀行の集中度は低いと考えられる。しかし, AH1ゃAH2の指数で
みるとその大きさは諸外国に比して決して小さくない。つまり，国の経済規模を
考慮に入れて集中度を考えるとわが国のそれは決して低くないことになる（市場
規模が大きいほど銀行数が多くて当然であるからである）。池尾 (1985)の解釈
によれば（「日本の金融市場と組織」 191ペー ジ）， このことは「わが国の銀行業
への新規参入の規制が競争制限的な効果をもっていた可能性を示唆している」。
彼らの比較研究の方法は，「等シェアー・ハーフィンダール指数」で基準化する
われわれの方法に等しい。 (H/H.)=H•N であるから，いま， (i)N=a1•Y で
あるとすると， (H/H.) =H•N=a1•H•Y=AH1, (ii)N=a2•Y1,,2 であるとす
ると， (H/H.)=H•N=a2•H•Yi ✓ 2=AH2 が得られる。両者とも銀行数が国の
経済規模）の絶対水準（あるいはその乎方根）に正比例することを前提したもの
である。
この場合，国によって銀行の集中度が異なるとすれば，それは a1や Ozの値
が異なることを意味しよう。したがって，銀行の集中度がなぜ異なるかを見るた
めにはこれらのパラメータの値が何に依存するかを探求しなければならないのは
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言うまでもない。
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